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　 このジャーナル誌は、「社会経営（ S o c i a l 
Governance）」という新しい分野で形成されてきたい
くつかの研究会を結集して造られた、「社会経営研究
会連合」のコミュニケーションを図るための機関誌で
ある。
　 すでに放送大学大学院「政策経営（社会経営科学）
プログラム」が設立されて、１０年以上が経過し、修
了生たちの交流が重ねられ、コミュニケーションの輪
が形成されつつある。この中では、それぞれの放送大
学教員のもとでのゼミナールが継続され、そののち修
了生たちが自主的な研究会を数多く立ち上げてきた。
さらにここに、大学院修了生の方々から、「放送大学
社会経営研究連合」という組織として、新たな知識の
結集が呼びかけられ、交流が続けられてきている。け
れども、実際には社会経営科学全体の交流が順調に行
われてきた訳ではない状況の中で、本誌の役割が存在
するものと考えられる。
　 放送大学社会経営研究会連合では、論文集としての
「社会経営研究」も毎年作成されていることになって
いる。これらの構築の上に、さらに自由闊達に自説を
述べ、社会知の交流を拡大する試みが存在することは
たいへん良いことであると考えられる。このように、

修士論文、オープン・フォーラム・の蓄積の先を目指
す研究誌として構想されたのが「社会経営研究」であ
るが、研究誌という性格から査読過程を含むため、手
軽に論文を発表するためには融通の効かない点もある
と思われる。この点において、本誌はさらに自由な論
評を行うことを目指している。
　 構成をみればわかるように、この雑誌には、様々な
知識の交流が企てられている。放送大学大学院の特徴
は、実体験や経験知に基づく生涯研究にあるが、これ
らの知識を交流させることによって発展させようとす
る試みが加味されており、これらが良い意味で交錯し
て、新たな融合を志向しようとする、いわば「知のコ
ミュニケーション」誌として、本誌が貢献できれば本
望である、と編集委員会一同は考えている。
　 最後に、このような形で本誌が発行されるに至るま
で、参考意見を寄せていただいた、放送大学社会経営
科学プログラムの大学院修了生の先輩方に対して、感
謝申し上げる次第である。

2013年11月1日
「社会経営ジャーナル」編集委員会
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「知のコミュニケーション」　　　
広場に集う



社会経営ジャーナル

ポイントサービスシステムと行動経済学 　　　　
泉谷　和昭

　はじめに
　電子商取引（ネットショッピング）等で、マーケティング手段とし
て使われるポイントサービスシステムは、非常に身近なものとなっ
ている。上得意を確保するマーケティング手法が様々な購買者の商
品購買意思決定に影響を与えているが、一見不合理と思える意思決
定や、購買行動が容易に認められる。これらポイントサービスシス
テムに関わる購買意思決定を行動経済学的視点、特にプロスペクト
理論の考え方から確認し、また逆にポイントサービスシステムの設
計視点を例示する。

１．１　問題提起
購買者は経済人の立場からは購入する購買物／サービスと対価で
ある費用との関係でシンプルに購買行動を決定すべきであるが、ポ
イントサービスシステムにより提供される効用が複雑にかつ、購買
者個々の属性に応じて影響して最終的な購買行動を決定してしま
う。購買者がある種類のポイントを蒐集しているなら、価格だけで
判断するならば不合理な購買判断であっても、ポイント蒐集の為に
この購買行動をとってしまう場合がある（注１）。 
　 また、購買者のポイント蒐集状況は皆が同じ条件下にあるもので
はなく個別の購入者が持つ属性と状況を確実に管理しかつ、ポイン
ト蒐集状況等に対してタイムリーに策が施されると購買者の意思決
定は大きく影響されることになる。ネットショッピングではICT (In-
formation and Communication Technology)に裏付けられた技術基盤

がこの様なタイムリーな施策を実施することを可能にしている。
　 このようなポイントサービスシステムがもたらす状況下におい
て、購買者にとっては、自らの購買行動に対する、より合理的な解
釈が必要とされる一方、ポイントサービスシステム提供者には、よ
り的確な購買者の意思決定に対する解釈により、さらに有効なポイ
ントサービスシステムの設計が求められることになる。

２　背景
２．１　インターネット利用の拡大
日本における、一般生活へのインターネット活用が強く意識された
のは１９９５年暮のWindows95発売を契機としたパソコンブームに
求められる。1996年の元旦に於いて、主要新聞の別刷り特集で、イ
ンターネットが実生活にとって必須な情報手段として発展して行くこ
とが語られている（注２）。　 以降、急速なインターネット利用の
拡大は使用するデバイスをパソコンからケータイへ、そしてスマート
フォンへと拡大させながら、一般化し、生活のインフラとしてしっ
かりと根付いており、インターネットの世帯利用率は２００７年以
降ほぼ、８割以上を維持していた。（２０１２年末は86.0%）（注
３）

２．２　インターネットによる消費生活
　 インターネットが消費生活に対して与えた影響は非常に大きく、
特にAmazon.comや日本に於ける楽天等の成功が象徴的である。イ
ンターネットが電子的なデータ通信・処理であるため、従来とは質
的に異なった顧客管理を可能とし、その結果として特に、個人それ
ぞれの嗜好や属性、購買行動に合わせて購買意欲をそそるプロモー
ション施策をタイムリーに実行することが可能となった。このよう
な環境下において、顧客管理販売促進手法の一つとしてポイントサ
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ービスシステムに注目する。 

３　ポイントサービスシステム
　 ポイントサービスシステムの目的定義には様々な考え方がある
が、『顧客の利用頻度と買上点数あるいは客単価を上げること』と
了解出来る（注４）。
　これを実現する視点として次の各点があげられる。８）９）

【ポイントサービスシステムの構成視点】
Ⅰ）ポイントを貯める楽しみそのもの（蒐集心理の促進）
Ⅱ）累進性のステップアップサービス（階級差別化）
Ⅲ）期間限定等のボーナスプログラム（期限による促進）

３．１　ポイントサービスシステムの要点
　 単なる値引きによる販売促進ではなく、個別顧客との取引状況に
応じて顧客を管理することにより、その顧客のロイヤルティを向上
させて、客単価の向上を図る仕組みである。特にICTによりタイムリ
ーな各施策を実施できる特性がある。
【ポイントサービスシステムの構成視点】に於ける、視点Ⅰ）は、
現金値引きとは異なり、一般に次の購入時に使用できる現金相当の
ポイントを購入額に応じて還元することにある。貯めるという行為
により目標設定を容易にし、かつ十分な達成感を顧客に提供して顧
客満足度を向上させることで、ロイヤルティの向上を図っている。
視点Ⅱ）は、Ⅰ）でのポイント還元を顧客一律に実施するのではな
く、顧客を明示的にクラス分けし、上得意に対して様々な優遇策を
適用してロイヤルティの向上を図るものである。明確なクラス分け
と厳格なクラス別運営を実行することでより上位のクラスへ入りた
いとう動機付けを強く与える枠組みが出来上がる。さらに、上位ク
ラスへの昇格動機より重要と思われるのが、降格回避によるロイヤ

ルティの向上である。一度手に入れたクラスを手放したくないとい
う心理を利用して、リピート率の向上を図るものである。航空会社
の事例で言えば、ファーストクラス、ビジネスクラスなどという一
見クラス以外にポイントサービスの一種であるマイレージプログラ
ム（フリークエント・フライヤー・プログラム）により、顧客を利
用頻度にクラス分けし期間を区切って、対応するクラスのサービス
を提供している。複数階級が設定されており、1年間上位のクラス客
として取り扱われた顧客は翌年もまた同等以上のクラスの客として
取り扱われたいと考えるようになり、顧客の航空会社選定に際して
運賃以上に大きな影響力を受けることになる。特に経費使用である
商用利用に際して顕著にその現象が現れると考えられる。
　 視点Ⅲ）は、一定の期間を区切って特別なポイント還元を実施し
てポイントプログラムに対する関心の維持と、購買者が設定するポ
イント蒐集目標の達成機会を、時間を区切ることで多くすること
で、ロイヤルティの向上を図るものである。

３．２　具体的なポイントサービスシステム
　同システムの代表例として楽天および全日本空輸の採用するシステ
ムを示す。

３．２．１　インターネットモール楽天
　 楽天を【ポイントサービスシステムの構成視点】から次の様にま
とめる。
Ⅰ）ポイント還元と使用の基本（ポイントをためる楽しみそのもの）
　 楽天ポイントクラブへの入会により、楽天スーパーポイント還
元、および、楽天内での擬似通貨として機能するポイント使用が可
能となる。加えて、他のポイントシステムとのポイント交換が可能
で、擬似通貨としての機能と魅力を強化している。還元率は基本　
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100円利用で1ポイント還元／1ポイントを1円として利用可能であ
る。

　　　表１　楽天のクラス（ランク）特典構造（２０１３年４月）

 
（楽天ホームページ（http://www.rakuten.co.jp, 20013年4月27日最
終閲覧）の資料より筆者作成）

表２　楽天でのクラス（ランク）維持に関する条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１３年４月）

 
（楽天ホームページ（http://www.rakuten.co.jp, 20013年4月27日最
終閲覧）の資料より筆者作成）

Ⅱ）会員クラス管理（累進性のステップアップサービス）
会員を4段階にクラス（ランク）分けし、より上位のクラス（ラン
ク）への昇進とランク維持を動機付けとして、楽天へのロイヤルテ

ィを向上させている。（表１　 楽天のクラス（ランク）特典構造）
（表２　楽天でのクラス（ランク）維持に関する条件）
Ⅲ）機動的な販売促進手段としての特徴（期間限定等のボーナスプ
ログラム）
　 還元されるポイントの率が、個別出店者の販売意図に合わせて上
乗せられ、決済手段の差によって還元率を変化させるなどの機動的
な付与方式に因って、販売意図の実現を目指す仕組みがある。加え
て、利用することが出来る期間が定められた”期間限定ポイント” を
導入しており、時間的制限を利用して購買行動に対して影響を与え
る。購買者は基本となる取引判断である、「価格と効用という関
係」に並列して、「ポイントと効用」という判断を行い統合的な決
定を行うと考えられる。

３．２．２　全日本空輸（ANA）
　 全日本空輸はＡＮＡマイレージクラブとしてポイントサービスシ
ステムを運営している。
Ⅰ）ポイント還元と使用の基本（ポイントをためる楽しみそのもの）
　 典型的な航空会社におけるポイントサービスで、顧客の利用頻度
や利用クラス（金額）に応じたポイントを「マイル」として発行
し、航空券等の特典への交換が可能になっている。様々な業種に於
ける企業のマーケティングプログラムとして採用され、全日本空輸
が発行元である「企業通貨」としての機能を提供するに至ってい
る。
　 発行の基本は搭乗した路線の距離であるマイルに応じて「マイ
ル」を発行する訳であるが、実際の発行「マイル」数は支払った航
空運賃やその他の条件を加味して算出される。また、提携している
各企業がポイントサービスシステムとして全日本空輸の「マイル」
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を発行することで、航空機利用以外の消費活動で全日空の「マイ
ル」が集められる。
Ⅱ）会員クラス管理（累進性のステップアップサービス）
　 航空機利用距離やその他諸条件により換算して算出される「プレ
ミヤムポイント」の１年間における獲得高に応じて（表３　 全日本
空輸（ANA）のクラス概要）の様なクラス分けを実施し、それぞれ
特別なサービスを提供している。
Ⅲ）機動的な販売促進手段としての特徴（期間限定等のボーナスプ
ログラム）
様々なキャンペーンを国内線、国際線を問わず常時実施している。

　　　表３　全日本空輸（ANA）のクラス概要（２０１３年４月）

 
（ANAホームページ（http://www.ana.co.jp, 20013年4月27日最終閲
覧）の資料より筆者作成）

４　行動経済学的視点で捉えたポイントサービスシステム
　 行動経済学の成果としては多くの知見が得られている。１）２）３）

中でもプロスペクト理論は期待効用の一般化として有効な考え方と
して位置づけられている。プロスペクト理論における考え方の要点
には次の３つが挙げられる。
【プロスペクト理論における考え方の要点】３）

1 効用は参照点からの乖離によって測られる。
2 利得領域における効用の増加よりも損失領域での効用増加の方
が早い

3 主観的確率は確率が大きな領域で過小に評価され小さな領域で
過大に評価される。

 
図１　プロスペクト理論の効用関数

　 ①効用は、絶対的な金額により比較するのではなく、様々な過去
経緯を踏まえた上で、現在問題となる水準、即ち参照するべき参照
点との相対的な差が問題視されるという考え方である。②は図１に
示す金額と効用の関係を示す効用関数に於いて、金額（正）の領域
で何らかの利得に対して議論する第１象限では効用の増加が次第に
逓減し効用関数が凹関数を示すが、一方金額（負）の領域で何らか
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の損失に対して論議する第3象限では金額の増加に対して参照点に向
けて急激に効用が増加する凸関数を示すとする考え方である。参照
点では効用関数の形状が不連続に変化する様に見ることが出来る。
　 ③は意思決定の重みに関連するもので、客観的確率が0.3以下の主
観的確率は過大に評価され、逆に0.3以上の場合、過小に評価される
というものである。あまり起こりそうにない事象即ち、客観確率が
小さい事象に対してはその発生が過大に評価され、逆にほぼ確実に
起こる事象は過小に評価されるというものである。

４．１　購入の意思決定にかかわる参照点
４．１．１　ポイントサービスによる還元と現金値引きでの参照点
　 基本的にポイントサービスは時間をずらした値引きと考えられ
る。還元されるポイントは一般に表示販売価格に対して何%の還元
率が適用されるかで購入者に対してアピールする。これは現金によ
る値引きの場合の○○％OFFと同様で、元となる価格、即ち「比較対
照価格」が参照点となるため、意思決定を行う購入者にとってこの
「比較対照価格」の設定が表示販売価格であり、参照点である。

４．１．２　還元率と割引率の表示
　 ここで、購入時点での比較行為として現金での値引きとポイント
還元という優遇との効用判断がある。極めて当然の比較結果である
にもかかわらず、購入者側の受け止め方は大いに異なることを清嶋
は示している(注1）。２０）清嶋は5万円の商品Aを現金20％引きで購
入するか、20％のポイント還元で購入するかの比較を行っている。
（金利は無視）
・20％現金値引き:50,000円×20%=10,000円お得 支払い額40,000
円、値引き率20%
・20%ポイント還元：50,000円×20%=10,000ポイントの還元

　ポイント利用は次回使用として、将来10,000円の商品Bをタダで購
入できると考えると、50,000円＋10,000円＝60,000円を支払い額
50,000円で購入することになる。従って、値引き率は1-(50,000円
÷60,000円)＝16.7%となり、圧倒的に現金値引きが購入者にとって
有利である。一方、販売者にとっては、20%値引きは純粋に粗利益
の10,000円減少を意味するが、20%ポイント還元は将来購入するか
もしれない10,000円の商品Bの原価分が回収できないことにとどま
り、しかも一旦は10,000円多くの資金を手元に留められ、圧倒的に
有利な取引となる。ところが、購入者によっては、20%現金値引き
の価値と20%ポイント還元の価値が等価と誤認されている場合さえ
ある。これは同一の数字による表現が、同一の価値との誤認を生む
という問題（フレーミング効果）と考えられる。場合によってはポ
イント蒐集の観点からポイント還元の方を積極的に選択されるケー
スさえある。

４．２　ポイント還元か現金値引きか
　 清嶋は、購買対象となる品物が比較的低額なものか高額なものか
によって購買者の考え方が変化する事例も示している。50,000円の
商品では、20%ポイント還元と等価な現金値引きの金額は41,667円
であったが、仮に5,000万円のマンション購入を考えると、比較され
るのは20%ポイント還元である1,000万ポイントと、等価な割引率
16.7%を適用した支払額は833万円引きの4,167万円となる。支払者に
とって、1,000万ポイントの還元より833万円の支払い減の方が圧倒
的に魅力的として選好されると考えられる。
　 一方、50,000円の商品の場合では、購買者にとっては明らかに現
金値引きが有利にも関わらずのポイント還元を選択することがあ
る。購買対象や金額の多寡によって購買者の判断が変化することと
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なる。この考え方は生活感覚として理解可能であるが、プロスペク
ト理論における利得領域での効用関数の形状で解釈することが可能
である。

４．２．１　 ポイント還元および現金値引きでの利得領域における
効用関数
プロスペクト理論における３つの要点のうち、「②利得領域におけ
る効用の増加よりも損失領域での効用増加の方が早い」という考え
方で、利得領域における効用関数 の差により現金とポイントの特性
差を説明することが可能となる。

 
図２　利得領域の効用関数（筆者作成）

利得領域での効用関数は凹関数である限界効用逓減型（危険回避
型）の形状をしているが、現金はその一般性の為に金額が大きくな
ればなるほどポイントに比較して高く評価されることを表現でき
る。（図２　 利得領域の効用関数）一方、ポイントはあくまで擬似
通貨であるためにそのポイントが持つ特徴的効用の範囲では現金の
一般性よりも高く評価できるが、ポイント数量が多くなると通貨の
持つ一般性にはかなわないわけである。
これらの現象は直感的には十分了解可能であり、かつ効用関数の

形状差により解釈可能になる。例えば（図２　 利得領域の効用関
数）の事例では現金割引額とポイント還元数を凹関数の次数差によ
り、金額（ポイント数）が利得領域で参照点に近い場合はポイント
が選好され、等価点を越えると現金が選好されることを示すことが
出来る。
　事例的に考えれば次の様な説明が可能である。例えば、A洋菓子店
が100円につき20ポイントの還元を実施し、B洋菓子店が100円に就
きその場で16.7円現金割引の実施を行っていたと考える。これは割引
率にしてA店、B店とも等価の状態である。購買者が心理的に設定す
る当該洋菓子店に対する「想定最大購入額」までならば、ポイント
は蒐集という目的に対する達成満足度を現金割引では提供されない
効用として意識されるためにポイントを選好する理由となり得る。
ところが、この「想定最大購入額」を大きく超えるポイント数で
は、現金の持つ一般性が強く意識されて現金が強く選好される。先
の清島のマンション購入に関する事例ではマンションが一生に一度
の買い物であればなおさらポイントを選択する理由はない。

４．２．２　効用関数の損失領域を活用するクラス
顧客のリピート率向上をまず目指すポイントサービスシステムで重
要な役割を果たすのが「②利得領域における効用の増加よりも損失
領域での効用増加の方が早い」とされる要点である。これは得られ
るものよりも失うものを強く意識することであり、損失領域にあっ
てはより危険愛好型の選好を行うことを示している。購買行動を取
り扱うポイントサービスシステムではこの損失領域に購買者が最初
から位置づけられていることは通常存在しないので、様々な工夫で
そういった状況を作り出すことが求められる。その役割は【ポイン
トサービスシステムの構成視点】の内、Ⅱ）累進性のステップアップ
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サービス（階級差別化）とⅢ）期間限定等のボーナスプログラム
（期限による促進）に認められる。
Ⅱ）（階級差別化）について検討する。楽天のポイントサービスシ
ステムで明示した通り、多くのポイントシステムではクラスを設定し
てそのクラスに応じたサービスやポイント付与率のコントロールを
行なっている。ポイントシステム会員はひとたび、上位のクラスに
位置づけられるとそのクラスにて享受しているサービスを今度は失
うという立場におかれる。もし新会員が「レギュラー」からスター
トし、「ゴールド」のクラスをひとたび獲得すると、以後はいくつ
かの特典を失うという損失領域での意思決定に曝されることにな
る。損失領域での効用関数は凸関数でありかつ利得領域より急激に
変化する為、ポイントサービスシステムの会員に対し強くクラス維
持の動機付けを与えることに成功する。ここまでは基本的な支配の
原理であるが、ネットショッピングの環境では個別会員ごとに合わ
せたキャンペーンを展開することが可能であり、より有効に会員の
クラス維持に対する動機付けを活用することが出来る。
　 例えば、クラス維持に必要なポイントを獲得させるための特別な
ポイント付与率優遇キャンペーンをもう少しでクラスが維持できる人
のみを対象に個別実施する等の施策が存在する。ICT技術を基本にき
め細かい顧客管理でタイムリーに個別顧客施策を打つのである。ク
ラスという仕組みをわざわざ自作的に導入することで、意図的に現
在のクラスという参照点を創出し、クラスからの降格という恐怖を
作り出して利用しているのである。

４．２．３　効用関数の損失領域を活用する“期間限定”
　 クラス同様、失いたくないという気持を強く意識し、効用関数の
損失領域での凸関数特性を有効に活用する仕組みに期間限定があ

る。個別の期間限定セールなども同様ではあるが、最もポイントサ
ービスシステムとして特徴的であるのが有効期間を設定したポイン
トである。例えば、あるポイントサービスシステムに参加する金融
機関が投資信託や預金の月々の残高に応じて1年間期間限定のポイン
トを還元するとする。さっさとポイントを使ってしまう顧客ではな
く、じっくりと貯める顧客であっても、1年たてば毎月期間限定ポイ
ントの失効期限がやってくる。ポイントサービスシステム提供者は
このタイミングですかさず、ポイントを活用した購買を促すことが出
来、ポイント消化以上に同一ポイントサービスシステムを提供する
ショップに対して販売機会を提供できることになる。
　 いずれにしても、期間の限定を意図的に作り出すことが効用関数
の損失領域を活用することに繋がることになる。また、その際は効
用関数が凸型でしかも参照点（この場合ポイントを失わないという
事象）に向けて急激に効用が上昇するため非常に効果的に機能する
と説明できる。

４．２．４　 起こりそうもないことを起こると思うことを上手く活
用する
　 「③主観的確率は確率が大きな領域で過小に評価され小さな領域
で過大に評価される」要点がプロスペクト理論では示されている。
最もこの要点を巧みに利用していると解釈可能なポイントサービス
システムの事例として全日空のスーパーフライヤーズカードが挙げら
れる。このカードは通常のクレジットカードとは別に、全日空が設
定しているクラスの内、ダイヤモンドとプラチナに格付けられた顧客
のみが入手できるクレジットカードになる。これらの上位クラスに
入る顧客は相当量のフライトを経験しているが、当該クラスに叙せ
られるのはクラス獲得後の１年の期間限定である。航空会社として
上顧客を自らのクレジットカードの会員にもすることはクレジット
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事業にとっても有利である。したがって、ダイヤモンドやプラチナで
提供されていた空港ラウンジの無償利用等の特典を付けてこれらク
ラスの期限が切れる顧客を取り込む策として「スーパーフライヤーズ
カード」がある。もちろんこのカードに加入するには年間利用料が
必要で、顧客にとってはその年間利用料と効用との比較による意思
決定を行うことが合理的である。ところが、顧客側から見ると、ダ
イヤモンドやプラチナという上位クラスのサービスを享受してきた
者として、“また飛行機を利用する時には同等に近いサービスを提供
してもらえれば…”との願望が生まれる。飛行機利用が日常的な人で
あれば、おのずとダイヤモンドやプラチナといったクラスが維持で
きるので、「スーパーフライヤーズカード」が魅力的になった、即ち
上位クラスの資格を失いそうな者は客観的には航空機の利用頻度が
減ることを意味する。しかしながら、顧客側としては「また利用す
る時には…」という低い確率を過大に評価し意思決定を行ってしま
う。純粋にリピーターを獲得する意味での「また利用したい」と思
わせるだけではなく、別の枠組みに誘い込むきっかけとして「また
利用したい」を活用する意味で、この仕掛けは応用が可能である。

５．結言
ネットショッピングにおけるポイントサービスシステムが影響を与
える購買者の意思決定に関して、行動経済学的視点、特にプロスペ
クト理論の主な3要点を軸に考察を進めた。
様々なプロモーション施策に購買意思決定者は、一見不合理と思
える決定を行なってしまうが、プロスペクト理論による理解、解釈
が有効に機能することを示し、この考え方を上手く活用することに
よって、ポイントサービスシステムを設計、提供する際の設計指針
ともなり得ることを示した。

現在の先端的なポイントサービスシステムはICTを基礎に実現され
ている。原初的な切手状のスタンプを台紙に張り込むものやスタン
プカードを利用したものでは実現できなかった魅力を提供している
が、同時に非常に膨大な顧客行動の情報を収集することが出来るよ
うになっている。これらを高度に分析処理する所謂「ビックデー
タ」が注目される状況にある。
これらビックデータの処理解析に対しても、本論で述べたプロスペ
クト理論による視点を活用することで、ポイントサービスシステム
に於ける購買者の意思決定行動をデータ的に裏付け、より効果的な
ポイントサービスシステムの設計指針が示されるものと考えてい
る。

注
注1　http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/OPINION/20090423
/329055/　 ITpro 記者の眼　「なぜ「20%ポイント還元」がなくな
らないのか？－行動経済学を知る」清嶋直樹
注２  朝日新聞1996縮刷版　別部（パソコン）「やってみるとパソコ     

ンっておもしろい」、「いんたーねっと大航海」,pp.69-76。
日本経済新聞 1996縮刷版　 元旦　 第二部　 「花開くバーチャル社
会」、「インターネット乗り継ぎ　 ホームページで世界一周」,pp.
49-64
注３　総務省情報通信政策局「通信利用動向調査報告書世帯編」
注４  http://www.nippon-card.co.jp/service/top.html　日本カード
株式会社はポイントサービスシステムをソリューションとして提供
する会社。
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社会経営ジャーナル

健康情報プラットフォーム実現への提案                       
―新ヘルスケア・サービス産業を創出する― 　                            

池末　成明 

 はじめに
 健康情報の「ビッグデータ」は、個人の健康診断、介護、医療そ
して服薬の履歴等のデータの集合で、  個人を特定できる個人情報と
個人を特定できない匿名化情報からなる（注１）。こうした健康情
報のビッグデータ  の加工・検証は画一的に思える 。一方、ビッグデ
ータを多種多様に加工・検証している 公的保険適用外のサービスが
注目されている。例えば、オムロン株式会社 のWellnessLink®は、
日本全国の個人が日々測定した体重や血圧のデータを収集し、ビッ
グデータを構築して、そのデータを加工・検証した上で、日本地図に
展開して、誰もが閲覧できるようにしている（注２）。
こうした背景を踏まえ、平成２４年８月、経済産業省の新ヘルスケ
ア・サービス産業創出懇談会は、国民が健康な生活を続ける公的保
険適用外のサービスの提供を行う新ヘルスケア産業の創出を促進
し、そのためには医療関連機関や民間サービス事業者など多様な主
体が持つビッグデータの活用と連携が必要であるという見解をとり
まとめた。同様の政策は、総務省も打ち出し、健康情報のビッグデ
ータの流通を相互に促進する健康情報活用基盤（本稿は「健康情報
プラットフォーム」と呼ぶ）の必要性を主張している。
しかし、健康情報プラットフォームの実現による新ヘルスケア・サ
ービス産業の創出の道は険しい。そこで、本稿では、第一に健康情
報の「ビッグデータ」について健康診断等のビッグデータを中心に

その現状と問題点を整理した上で、第二にこの現状と問題点を解決
する可能性があるビッグデータの革新の特徴を述べ、第三にビッグ
データの革新等が「新ヘルスケア・サービス産業の創出」にどのよ
うな貢献を行うことができるか 論じる。

１　健康情報のビッグデータの現状と問題点
１．１　健康診断のビッグデータの現状と課題の構造
ここでは、健康診断のビッグデータの現状と課題を大きく３つに整
理する。
第一に、健康診断のデータは、健診機関ごとに管理されている現状
がある。また、企業の健保組合は、健康診断を健診機関に外部委託
しているため、健康診断のデータを紙で保管していることが多い。
ゆえに、一部の健診機関や健保組合の健康診断のデータは疫学や一
部創薬の治験に活用されているものの、受診機関間のデータの連携
が行われていないため、全国ベースでの疫学的な研究は阻害されてい
るという課題がある。

 また、健康診断のデータは、健診機関をまたがって個人個人に紐
づけされていない。疫学的には同一個人の健康診断のデータを時系
列で追った研究が必須だが、受診者が受診機関を変えた場合、時系
列での特定個人の健康診断のデータのトレースは不可能となる。

 第二に、健康診断のデータは、「パーソナルデータ流通の課題」
で後述するように第三者活用や目的外利用が困難であるという現状
がある。このため多種多様なデータの可視化を阻害しているという
課題がある、例えば、ＥＢＨ推進協議会では、全国ベースおよび都
道府県別の健康診断のビッグデータのヒストグラムや散布図の中
で、自分の健康診断のデータの位置づけを、男女別、年齢別、治療
の有無などの属性別に可視化するサービスを提供し、健康改善を促
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すサービスを提唱しているが、実現できていない。健康増進活動は
継続が必要であり、健康増進活動を楽しく進めるために、健康診断
のデータを活用したゲームやクイズ、エンターテイメントの連携につ
いても検討が行われているが、こうした活動も実現できていない。
スポーツジムや心理カウンセリングを提供する民間サービス事業者
が、健診機関や健保組合と連携し、新たなサービスに利活用する試
みも一部の例外を除き、実現できていない。   
第三に、健康情報以外のビッグデータとの連携が不十分であるとい
う現状がある（注３）。環境省の『黄砂と子どもの健康調査』によ
れば、 気象情報を健康情報と組みわせて解析した結果、黄砂が健康
に悪影響を及ぼしていることがわかった。こうした研究成果をヒン
トに、さまざまな健康情報以外のデータと健康診断のデータを連携
させたサービスの検討が行われているが、実現できないという課題
がある。
以上、３つに大別された現状と課題、その実例を述べたが、これ
がすべてではない。だが、こうした現状と課題の根底にある原因は
共通のものがある。パーソナルデータ流通が阻害されているのであ
る。

 １．２　パーソナルデータ流通の課題　 
経済産業省の情報大航海プロジェクト『パーソナル情報保護・解析
基盤のご紹介』の主張を健康情報に引き寄せて要約すれば、健康情
報 は匿名化されると個人を特定できないので個人情報ではなくなり
流通可能となる（注４）。また園田逸夫（2003）の『個人情報保護
法の解説』によれば、「健診診断やがん検診等から得られた情報
を、疫学上の調査・研究のために健康保険組合等が研究者に提供す
る場合」は、個人の同意は不要である。また、園田逸夫（2003）に

よれば、個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意があるか、
または一定の条件を満せば本人の同意なく個人情報を第三者に提供
できる。しかし、健康診断のデータは、個人情報であろうが匿名化
情報であろうが、前述のように第三者への流通が阻害されており、
第三者による新しいサービスの開発を阻害している。その理由はさ
まざまあるが、ここでは、後の議論に必要な２点のみ触れることと
する。
第一に、個人情報保護に対する個人や企業の行動には、高橋晴
夫、中村徹（2013）が指摘した行動経済学でいう限定合理性の問題
がある。例えば、Kobsa(2007)によれば、サービス利用者にアンケ
ート調査でプライバシーについて質問すると、その７、８割はプラ
イバシーを重視する傾向がある。この傾向を 表面選好と呼ぼう。ま
た、Kobsa(2007)によれば、サービス利用者の実際の行動を観察す
ると、個人情報を開示してサービスを利用する傾向がある。この傾
向を顕示選好と呼ぼう。この問題は、2012年11月に開催された
Harverd Law ReviewのSposium 2012: Privacy & TechnologyでのDan-
iel J..SolovejによるPriivacy Self-Management and the Consent 
Paradoxに通じるものである。すなわち表面選好と顕示選好は個人情
報のパラドックスとなっている。
一方、企業は、パーソナルデータに関して、個人情報のパラドック
スを理解する努力も、このパラドックスを解決する努力もしてこな
かった。 例えば、筆者の周辺でのヒアリングによる結果に限定され
るが、健診機関に限らず企業の経営者や担当者は「個人情報保護を
軽視していると指摘されるようなリスクを冒すことは、ブランドを
棄損することとなる。そのような事業行動は選択するべきではな
い」 と主張する。ときには、「私が責任者である間は、パーソナル
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データを匿名化しようが、第三者に流通可能であろうが、いかなる
対応もしない」と明言する経営者や中間管理職さえも存在する。こ
れは個人情報の規制への企業の過剰反応ゆえの発言であろう（注
５）。
第二に、ＥＨＲ(Electric Health Record)は、医療機関の電子カルテ　
や健診機関等の健康診断の電子データであり、そのデータを作った
機関が管理し、著作権を持っている健康情報である。ゆえに、医療
機関や健診機関に「ＥＨＲだから流通させない」という主張を許し
てしまう。一方、ＰＨＲ（Personal Healthcare Record）は、個人が
健康機器で測定した個人の体重等の健康情報であり、データの管理
の主体は個人にある。この健康情報をシステムで収集している機関
や企業は、この健康情報を事業に生かし、その流通を望んでいる。
だが、現状では、ＥＨＲとＰＨＲを混同することが多く、ＰＨＲと
ＥＨＲを同じ土俵で議論してしまい、ＰＨＲとＥＨＲ相方の流通を
阻害しているように思える（注６）。

２　パーソナルデータとしてのビッグデータの改革の特徴
前述したように、健康情報は、個人情報のパラドックスや規制への
過剰反応、ＥＨＲとＰＨＲの混同によって流通が阻害されている。
が、こうした課題を解決するビッグデータの「改革」の提案も行わ
れている。こうしたパーソナルデータとしてのビッグデータの改革の
特徴は、大きく①パーソナルデータの在り方を根底から問い直す改
革の提案と②ビッグデータの持続的革新と破壊的革新がある。

２．１　パーソナルデータの在り方を根底から問い直す改革
　健康経済学者の西村周三（2010）は、「利用自分のデータを人に
与え、人のデータを自分がもらうことによって、お互いが、相手の

ために役に立つ。そういう行為を通して、それぞれが幸せになる。
そこには、思いもかけない発見が生まれるはずです。そういうこと
の積み重なる社会をめざしましょう」と提唱し、個人が個人の健康
情報を社会に提供し、個人がそのフィードバックを享受することを
提案している（注７）。
筆者は、西村周三（2010）の提唱に刺激され、2010年より、パー
ソナルデータとしてのビッグデータを健診機関や医療機関ごとではな
く、利用者を中心にバリューチェーンを再構成することを提言して
いる。また筆者は、個人が個人の情報を個人によって個人のために
利活用できるシステム案や1、クリエイティブコモンズで使われてい
るような単純なシンボルで自分の権利の扱いについて第三者に宣言
する仕組みを提案している（注８）。その後、この仕組みに近いモ
デルが提案されたので、ここでは３つのモデルを紹介しよう。

（１）連邦取引委員会モデル
連邦取引委員会（FTC: Federal Trade Commission）は、個人を中
核に置いた個人情報利用の個人データエコシステムを構築すること
を提案している。その詳細は、田中絵麻「米国におけるビッグデー
タ活用と個人情報保護を巡る動向」FMMC特別講演会にて紹介され
た2。このエコシステムの特徴は信託の概念を導入している点にある
（注９）。

（２）クリエイティブコモンズによるモデル
クリエイティブコモンズは、本来、著作者の著作物の権利を著作権
者がシンボルを使って主張する方法である。クリエイティブコモン
ズの根底にある思想は、インターネット世界にあるフリーウェアの
精神であり、シェアとも酷似している。国立情報学研究所の曽根原
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登教授(2013)は、クリエイティブコモンズに概念を個人情報のIDに
使うモデルを提案している。

（３）ＫＤＤＩ総研のモデル
ＫＤＤＩ総研の高橋晴夫、中村徹（2013）によれば、サービス利
用者が個人情報を自ら保有していると感じ、かつその個人情報を自
らコントロールしていると感じている場合は、個人情報であれ、匿
名化情報であれ、 開示する傾向がある。この傾向を利用して、高橋
晴夫、中村徹（2013）は、最初は個人の表面選好に個人情報のガイ
ドラインに合わせて発行し、その後個人情報のガイドラインを個人
の顕示選好にあわせて随時改訂を進め、表面選好と顕示選好のギャ
ップを埋めるシステムの開発を進めている。このモデルの特徴は、
個人情報の同意書が、個人情報を管理する主体から提供されるので
はなく、KDDIが提供するシステムから個人に提案し、個人が個人情
報の合意書を生成していくことにある（注10）。

２．２　健康情報のビッグデータの持続的革新と事例
Christensen(2001)の『イノベーションのジレンマ』によれば、革
新には持続的革新と破壊的革新がある。既存の事業会社は、持続的
革新によって顧客満足度を向上させ、市場に過剰適応する。その
後、破壊的革新が既存市場を破壊する。
健康日本２１によれば、健康管理・予防型医療型を促進による
「健康増進」を図り、生活習慣の改善を行うことを提言し、個人の
健康情報を機関間で共有する「疾病管理システム」の重要性を強調
している。Christensenのモデルによれば「疾病管理システム」は、
既存市場の延長線にあり、患者の疾病を管理する患者へのサービス
の持続的革新である。

２．２　健康情報のビッグデータの破壊的革新の特徴と事例
Christensen(2003)とともに『イノベーションへの解』を著した

Raynor(2005)は、その小冊子『１００年目の嵐』で、破壊的革新が
持続的革新に入れ替わるまでの間、破壊的革新が生き抜くゆりかご
として足場市場が必要であるとした。消費者市場の足場市場には、
Raynor(2005)がリトマス試験と呼んだ条件が必要である。

 ＜図表１：リトマス試験＞
リトマス試験 携帯電話との対比携帯電話との対比携帯電話との対比携帯電話との対比
条件 必須か 電　話 PCﾒｰﾙ カメラ ビデオ
コアな事業から外れている ○ ○ ○ ○ ○
ローコストか（初期コスト） × ○ ○ ○ ○
スキル低くてＯＫ ○ 同じ ○ ○ ○
その場所に行かなくて良い ○ ○ ○ ○ ○
既存よりも品質が悪い × ○ ○ ○ ○
主要企業すべてに影響する ○ ○ ○ ○ ○

  
 Raynor(2005)は、リトマス試験を電信通信と固定電話、固定電話
と携帯電話で検証している。例えば、固定電話は電話のある場所ま
で出向く必要があるが、携帯電話はその必要がない。注目すべき
は、破壊的革新は既存製品よりも品質が悪いことを積極的に容認し
ていることである。例えば、Raynor(2005)は、当時の電信会社の経
営者が「電話は電信より品質が悪く、おもちゃでしかない」と批判
していることを紹介している。また、電話は電信会社のコアな事業
ではなく、当初は電信が鉄道や政府または軍部等の大規模組織の長
距離の通信に主に使われていたのに対して、電話は中堅企業の短距
離に使われていた。筆者の経験では、1980年において大型コンピュ
ータのエンジニアは「ＰＣは品質が悪くおもちゃである」と発言
し、電気通信業界では携帯電話が登場した頃、携帯電話を「品質が
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悪いおもちゃ」という発言もあった。そして、固定電話も携帯電話
もＰＣも、当初は、既存の企業の主要な顧客向けのコアな製品では
なかった。
次に、このリトマス試験を使って、ヘルスケア産業の３つのサービ
スが、破壊的革新かどうか検討する。なお、検討にあたっては、前
述したＥＨＲとＰＨＲの混同についても配慮することとする。

（１）健康診断サービス
我が国では多くの国民が健康診断を受診している。健康診断業界は
治療や介護を行う機関ではないので、既存のヘルスケア産業のコア
な業界ではないため、破壊的革新の足場市場を生み出す候補となる
業界である。しかし、また健康診断市場は、健診機関に行く必要が
あるので、「その場所に行かなくて良い」という条件を満たさず、
現状のままでは、破壊的革新の足場市場とはなりえない。また、健
康診断のデータはＥＨＲであるため、流通が困難であるため足場市
場の構築は困難であろう。

（２）健康診断以外の健康のビッグデータ
 個人の体重や身長または血圧、体温などのデータをバイタルデー
タというが、こうしたバイタルデータを自分で測定し、記録するサ
ービスがある。こうしたサービスは、健康診断によるサービスでは
ないが、広く健康管理・予防医療型サービスに位置付けてもよいだ
ろう。こうした健康データに関して、破壊的革新なりうる候補に
は、オムロン株式会社のWellnessLink®、株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモのiBodymo、KDDI株式会社のau Smart Sports、株式会社
エムティーアイのルナルナなどがある。また、これらのサービスのデ
ータはＰＨＲなので、ＥＨＲよりも利活用できる可能性があり、他

の産業のサービスと連携させる可能性がある。これらのサービス
は、リトマス試験の条件を満たすだろうか。
まず、このサービスはローコストで、利用にあたってスキルも資格
も不要である。また、医療機関や健診機関はこのサービスで取得し
たデータを信頼しない。医療機関や健診機関は自らが測定したデー
タ以外は信用しないのである。つまり品質が悪いという条件も満し
ている。
ところがルナルナを除き、これらのサービスは普及していない。
「（体重計のある）その場所に行かなくて良い」というルールを満
たしていないからである。ルナルナは避妊という強いインセンティ
ブが利用者に働くため利用価値があるが、その他のサービスは、手
間を超える効用がないためスイッチングコストがまだ高いのであ
る。

（３）リストバンドが生みだすビッグデータ
ソフトバンク株式会社、ナイキジャパン、株式会社エムティーアイ
などが提供するリストバンド型デバイスを活用したサービスも、ビ
ッグデータを生み出す可能性がある。
ソフトバンク株式会社が提供しているFitbit Flexを腕に装着する
と、歩数、距離、消費カロリー、睡眠時間が計測でき、クラウド上
に健康情報が蓄積されていく。記録した健康情報は専用アプリでチ
ェックでき、眠りの状態の測定、専門家への健康相談電話や未来の
体重や顔を予測するサービスなどがある。SNSを使って目標達成状
況につきシェアする機能も備えた。これらのリストバンドのデータ
は、ＰＨＲである。ＰＨＲは、個人とサービスの提供者が流通を望
んでいる。また、ＳＮＳはこうしたサービスを継続して活用する動
機付けになることが知られている。
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Fitbit Flexは、月額料金は５２５円でローコストという基準を満た
す。またスキルも不要である。このリストバンドは２４時間装着して
いるので、その場所に行かなくて良い。「いつでもどこでも」とい
う条件を満たす。日本の医学会も健診機関も、こうした商品の品質
に懐疑的である。また、リストバンドは、血糖値や血液検査や尿検
査に対応していない。健康診断のための装置としては不十分なの
だ。「品質が悪い」という条件も満たす。
しかし、百万オーダーでの利用者が生まれれば、２４時間３６５日
連続してバイタルデータをとれるこのリングを専門家も無視できな
くなるだろう。ゆえにリストバンドは破壊的革新である。品質はい
ずれよくなり、機能も拡大し、データ処理のノウハウもたまるだろ
う。

３．ビッグデータの革新は、「新健康産業の創出」にどのような貢
献をおこなうのか
　次に、前述のビッグデータの革新が「新ヘルスケア・サービス産
業の創出」するプロセスを検討する。

３．１ビッグシフトのプロセス
デロイト(2009)は、『シフトインデックス産業展望』において、
情報通信技術による製品やサービス（注11）、ネットワークで結合
し、その結合が産業の壁を溶かして、新産業が創出するとし、この
新産業創出をビッグシフトと呼んだ。デロイトは、ビッグシフトは
３つのプロセスで進むとし、そのプロセスを波と呼んだ。第一の波
は、インフラ利用の進展である。第二の波は、データまたはナレッ
ジの利用とその相互連携である。第三の波は産業融合であり、第三
の波で新産業が創出する基盤が完成する。

また、デロイトは、第一の波と第三の波の進む速さのギャップが
大きいほど、結合したサービスや製品は破壊的革新であり、ビッグ
シフトによる破壊も大きいと予言している。その上で、第一の波と
第三の波の進む速さのギャップが最も大きい産業として、防衛宇宙
産業とヘルスケア産業をあげている。つまりヘルスケア産業は、新
ヘルスケア・サービス産業を創出する可能性が高い。

３．２　モデル
 ２０１１年より筆者は、ＥＢＨ推進協議会の構想を下敷きに、防
災科学技術研究所の東日本大震災協働情報プラットフォームALL311
のコンセプトに、デロイトのビッグシフトのモデルを挿入して、新
ヘルスケア・サービス産業を創出のプロセスを健康診断業界に提言
している（図表２：健康診断情報とビッグシフト）。東日本大震災
協働情報プラットフォームの特徴は、複数のデータベースや情報を
標準化して一元化するのではなく、点在する既存のデータベースや地
図情報を相互に連携して活用する点に特徴がある。
ここでのシナリオは、健康診断のデータの結合から順番に上の階層
に進みつ、他のサービスを取り込むというシナリオであるが、考え
られるシナリオはひとつではない。例えば、リストバンドを活用し
たビッグデータのサービスから始まるシナリオもありうる。より上
位概念のプラットフォームを構築し、健康診断やリストバンドによ
るサービスを含むさまざまなサービスを乗せて、データの集合体や
データを加工・編集して得た知見を集積していくアプローチもある
だろう。また、健康診断のデータベースについては、データベースの
連携ではなく、標準化を行うことも考えられる。
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（１）第一の波：ＤＢ連携
　第一の波は、大きく２つのプロセスがある。第一のプロセスで
は、健診機関が受診者に健診を提供し、その結果を紙の形でフィー
ドバックする。受診機関のデータベースは個別に存在しており、連携
している必要はない。このプロセスはすでに実現しているが、ビッ
グデータとしての利活用は大きく進んでいない。
　第二のプロセスでは、健診機関のデータを個人に紐付けして、個
人のデータを連携する。その紐付けは個人の意思で行う。この結
果、ＥＨＲはＰＨＲとなる。このプロセスは、一部の健診機関のコ
ミュニティで実現しているが、全国規模ではない。
また受診者は自身の健康状態を、時系列で可視化でき、また専門
官による助言を時系列で受けることができる。また、前述したよう
に、似たような生活習慣、地域や身長等の中での受診者のデータ位
置付けなどを比較して、グラフ等の視覚情報を閲覧するサービスを
提供する。このプロセスは、個別の健康診断のデータを連携し、ビ
ッグデータ化している。このプロセスは、持続的革新の状態であ
る。健康診断のデータだけでは破壊的革新は生まれない。

（２）第二の波：ＤＢ活用とＡＰＩ公開
　第二の波も、大きく２つのプロセスがある。第一のプロセスで得
たＰＨＲと前述したiBodymoやWellness LINKに相当するアプリケー
ションを開発する。第二のプロセスでは、前述したiBodymoや
Wellness LINK、ルナルナ、リストバンドのFitbit Flex等が、前のプ
ロセスまでのデータと連携して、データを視覚化する。
このためそれぞれのサービスがＡＰＩを開放し、相互に連携する
基盤、健康情報プラットフォームを実装する。このプラットフォー
ムは、さまざまなＳＮＳと連携して、利用者の健康活動の行動など

も共有する。この健康情報プラットフォームが、破壊的革新に向け
た足場市場となる。
ここでは、前述したＫＤＤＩ総研が提唱するような個人情報管理
を行い、個人情報のパラドックスを解決する。この結果、この健康
情報プラットフォームは、疫学的な研究、マーケティング、治験に健
康情報を生かすことができる。このプロセスでは、人口統計デー
タ、国民生活時間調査、病院情報、食生活データ、気象データ、道
路・鉄道交通情報の情報も共有される。このプロセスは、まだ広く
実現していないが、部分的には始まっている。

（３）第三の波：市場融合
　第三の波では、サービス結合による市場融合または産業融合のフ
ェーズである。想定されるサービスは、治験サービス、スポーツジ
ム、薬局、健康食品の通販などの連携である、健康情報プラットフ
ォームは、個人に対するリコメンデーションや商品やサービスの売
買を支援し、個人に新サービスの提供を基盤となる。以上の波は、
まだ実現していない。破壊的革新となり、産業融合による産業創出
を引き起こす可能性がある。

 おわりに
健康情報のビッグデータの課題は、パーソナルデータの流通が阻害
されているために、全国ベースでの疫学的な研究や新たなサービス
の開発、 健康情報以外のビッグデータとの連携が不十分であること
にある。その原因のひとつは、法令による制限よりも、企業が個人
情報の規制に過剰反応した結果、個人情報のパラドックスを解消す
る努力を怠ったことにある。もうひとつの原因は、健康情報の特性
にあり、ＥＨＲとＰＨＲを混同し、ＰＨＲとＥＨＲを同じ土俵で議
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論しているからである。こうした課題を解決するためには、利用者
を中心にバリューチェーンを再構成し、個人が個人の情報を個人に
よって個人のために利活用できるシステムや、クリエイティブコモン
ズで使われているような単純なシンボルで自分の権利の扱いについ
て第三者に宣言する仕組みが必要である。また、 既存のビッグ改革
は持続的改革であり、破壊的改革はリストバンドが生みだすビッグ
データの構築と、既存の持続的改革の融合である。こうしたビッグ
データの破壊的革新は、「新ヘルスケア・サービス産業の創出」し
ていくだろう。

   総務省と厚生労働省は２０１４年度から、数百万人分の健康診断
結果や日々の運動量などをまとめて統計処理し、適切な健康指導を
する基盤を構築すると発表している。本稿が、こうした活動の参考
になれば幸いである。

＜図表２：健康診断情報とビッグシフト＞

   

注
注１　 本稿では、個人情報の保護に関する法律第二条を参考に、生
存する個人に関する情報であって当該情報に含まれる氏名、生年月
日その他の記述等により特定の個人を識別することができる情報を
「狭義の個人情報」または「個人情報」、他の情報と容易に照合に
よって個人を識別できる情報を「広義の個人情報」、「個人情報」
または「プライバシー情報」と呼ぶ。また、個人と特定できる健康
情報（健康診断のデータを含む）をプライバシー情報に分類する。
また本稿では、プライバシー情報を匿名化し、または統計処理して
個人を特定できなくなった場合、この情報は個人情報でもプライバ
シー情報でもないとし、「匿名化情報」または「非個人情報」と呼
ぶ。また、狭義の個人情報、広義の個人情報、匿名化情報そして非
個人情報をまとめて「プライバシーデータ」と呼ぶ。
注２　健康情報を日本地図に展開する最初の発想は、筆者の知る限
り、特定非営利活動法人ＥＢＨ推進協議会による。 オムロンヘルス
ケア株式会社 はＥＢＨ推進協議会の会員である。
注３　２０１２年１１月２２日、ＥＢＨ推進協議会の主催する講演
で、京都大学大学院医学研究科の健康情報学を研究されている中山
健夫教授は、オランダでは脳腫瘍の全患者と健常者双方の携帯電話
の利用時間を調査した研究で、脳腫瘍と携帯電話の利用時間の間に
相関はなかったという研究事例を紹介した。また、中山教授は、こ
のような医療関係のビッグデータと医療関係以外のビッグデータの
連携させた研究を日本で行うことは不可能な状況にある現状を語っ
た。http://ebh.or.jp/menu/ryori_30.html
注４　匿名化技術のひとつにk-匿名性があるが、健康情報は匿名化
されても広く流通していない。その阻害要因となっている法令やガイ
ドライン等は存在するが、本項では、この問題には触れず、別の視
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点から論じている。
注５　企業のプライバシーデータに関する過剰反応の原因は、立
法、行政、有識者、コンサルタントそしてマスメディアにもある。プ
ライバシーデータの流通を阻害した責任は、企業だけでなく、すべ
ての関係者が等しく負っている。
注６　第三の課題として、EHRとPHRの連携の利害関係の衝突があ
る。
注７　http://ebh.or.jp/menu/karada_map.html
注８　筆者はこれをPersonal data of the people by the people, for the 
peopleと呼んでいる。
注９ 筆者は、自動車会社に対しても同様の提案を行っている。
注10　http://zoom.it/q2IY#full
注11　 我が国では、医療情報に関する信託法の利用については、寺
本振透（2011）『医療情報管理への信託法的発想の導入』がある。
注12　KDDI総研は、KDDI総研自身が個人情報の金庫番となるので
はなく、個人情報はそれぞれのシステムに委ね、KDDIのシステムは
個人情報の管理を個人が決定できる点に機能を限定していることが
特徴である。このモデルは、グーグルのようなパーソナルデータを扱
う企業と競争しないための選択である。
注13　原文ではコンバージェンスすなわち融合である。結合はシュ
ンペンターの新結合を意識して使った。改革は結合または融合から
生まれる。ビッグデータの改革も結合が必要だ。
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社会経営ジャーナル

村上市における高齢者の「交通の連続性」問題 
佐藤八重子

１．問題の所在　

　 高齢者が日常生活の場で自由な交通を確保できるためには、どの
ような問題が存在し、どのような整備が行われる必要があるのだろ
うか。この小論では、新潟県北部に位置する村上市における高齢者
の移動手段問題を事例として取り上げ、その問題の所在を指摘し、
解決の方向性を研究することを目的としている。村上市は、県内最
大面積で過疎・積雪地域も含む、人口約６万５千人、高齢者が３割
を超え、主に農山漁村地域と城下町跡の市街地からなる地方都市で
あるが、この村上市の現状を調べた結果、高齢者の自由な交通を確
保する上で、必要な移動手段の整備が不十分であり、高齢者生活に
おける私的領域から公的領域に至る「交通の連続性」の確保が緊急
の問題であることがわかった。そこには、高齢者が直面する、いわ
ば「交通の非連続性」という特有の問題があるのではなかろうか。
この問題の提起が本研究の中心的課題である。
私的領域と公的領域の間における「交通の非連続性」問題は、地
方都市における公共性の問題を突きつけている。たとえば、	 村上市
では、降雪期積雪が生じると、私的領域と公的領域の間に断絶が生
ずる。つまり、一方において、公共に属する歩道や車道の除雪が、
道路法に基づく道路管理者による除雪作業では不十分な場合があ
り、他方において、玄関や門扉などの私的建造物からの出入り口と
歩道や車道が接している造りの居宅や施設では、除雪車の吐き出し

た圧雪が出入り口を塞いだり、歩道と出入り口の間に盛りあがった
ままの路面が出現したりする。積雪問題が公私の間を分断してい
る。従って、積雪を散水により消雪を図るような、自前の消雪設備
を設置している居宅や施設がある。また多くの居宅や施設は、スコ
ップやスノーダンプで人力の除雪をしている。このような公的除雪
の不十分な状態は公私領域を分断し、そこでは住民の「交通の非連
続性」を引き起こしていると考えることができる。もし公的消雪設
備が設置され、それにより公道が融雪されるならば、自宅前からの
出入りという私的効用以外の一般の通行も容易にするという社会的
貢献があると考えることができる。また、出入り口の広さに応じ
て、広い範囲で歩道や車道を除雪する個人もいる。その場合も、私
的効用以外にその前の公道の通行に利便を供与している。つまり、
「交通の非連続性」を解消することで、公私領域の断絶が消えてな
くなることになるだろう。
このような状況での除雪という設備や行為は、私的効用を目的に
私的に準備されている財やサービスであるにも関わらず、その効用
から公共財や公共のサービスとなる可能性がある。道路の除雪によ
る「交通の連続性」の確保において、このような公的でもなく私的
でもない領域が存在すると考えられる。	 この「交通の非連続性」問
題は、これまで公共交通の政策に関わる研究においては、いまだ明
示されているとは言えない問題である。
以下に続く各章において、筆者が2008年に実施した村上市内での
実態調査『消雪設備の整備の有無と外出の選択』と、『村上市地域
公共交通総合連携計画』を事例とし、経済・社会技術・法学の視点
から、「交通の連続性」確保の具体策を調べ、そこに見られる中間
的な事象の公共性を考察している。それと共に「交通の連続性」の
確保の実状と意義も明らかにすることにする。
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その結果から、「交通の連続性」の確保不備に対して、村上市のよ
うな過疎・高齢・積雪地域を有する地方都市における基盤整備とな
る、道路の除雪対策について、居宅や施設の出入り口と公道とが接
する場所の除雪、という問題を解決する試案を提示する。なお、こ
の研究で用いる「高齢者」とは、６５歳以上の人口層を表す。『村
上市高齢者保健福祉計画』33）によれば、将来人口の推計で２年後の
平成２６年には人口の３３．４％が高齢者になる予測である。（推
計作成が平成２０年）その内後期高齢者が５５．３％となり半数以
上を占めることになる。また、４０歳から６５歳の生産年齢人口は
一貫して減少が続くと見込まれている。さらに『外出のための移
動』に焦点を当て、移動の手段を「交通手段」或いは、「交通」と
表現する事にする。

２．村上市における高齢者の移動に関する施策の問題点
（１）「交通の非連続性」問題の提起	 
高齢者が、私的生活空間と公的な空間の間を移動する時に、そこ
に公私の接点が存在し、この接点において緩やかな移動が必要にな
るが、高齢者の場合にはここに「交通の非連続性」を引き起こす恐
れがある。
筆者が本研究で指摘する「交通の非連続性」とは、次の様な事象
である。それは、居宅の戸口から一歩出た処であるその間口に接し
ている、路面や空間の接点において、色々な障害が生ずるために、
外出が制約される問題である。この点については、岡が『都市と交
通』6）において、問題にしている。岡は「通勤のような移動を『線
交通』、その他の比較的短い距離をあちこちへ往来する動きを『面
交通』と、私はよんできた。都市に生活をする人間にとって、交通
のこの二つの機能はともに必要である」と言う。「線交通」はある

目的地へ直行するために通過する交通であり、「面交通」は目的地
が定まらない買い物（ウインドウショッピングの様な未確定な移動
が必要な場合）や、一つの目的地だけでなくあちらこちらの目的地
へ移動するような交通が考えられる。まさに通常の生活の中の交通
である。
岡はその連続性のある全工程を、サブシステムの組み合わせとし

て考えていて、その展開を歩車共存の原理に関心を寄せながら考察
している。同書には、「はじめに　 盲点としての連続性」と題した
次の様な一節がある。「ことに公共交通機関をその道具として使お
うとするときの交通ルートには、非連続的な壁が、いたるところに
あるといわざるを得ない。特にその壁が目立つのが、ある交通手段
と他の交通手段との接点、そして徒歩の環境である。考えてみる
と、接点と徒歩との環境というのは、これまでの交通計画や交通行
政から全く抜けていた点であった。――略――。しかし、電車やバ
スや自動車道路は、ドアとドアとの間の全体のシステムからみれ
ば、そのサブシステムにすぎない。これに接点や歩行環境という別
のサブシステムが組み合わされて、はじめてトータルの交通システム
が完成する。計画や行政の盲点になっていたこのサブシステムの連
続性が低いがために、利用者は長い間、不便な移動を強いられる
か、自らの知恵でそれをうめるか、あるいは自動車の様な連続性の
より高い他の手段を選択してきたと言えるのではないか」と主張さ
れている。また、岡は同書で「交通の連続性」を「サブシステムの
連続性」という観点から考察し、東京の様な大都市の交通状況に対
しての提言と	 しているが、その接点と徒歩の環境に見られる公共性
の問題には、眼を向けてはいなかった。もちろん、岡は一般的な交
通手段について述べたのであって、村上市における降雪・積雪につ
いても考慮していない。地域の交通にはその地域特有の環境が背景
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にあることを前提に対策を検討していくことが必要である。

（２）「交通の非連続性」についての各分野の先行的研究
次に、重層的に複雑で、多様化した社会を迎え、「交通の非連続
性」に関する関心が新たな概念形成に関与している事を、経済学、
社会技術、法学という３つの先行研究から明らかにしたい。
第1に、経済学の外部経済の概念を手掛かりにして、消雪設備整備
の意味について考えている先行例である。この事例は２００８年筆
者が実施した村上市Ｋ町区内の居宅高齢者を対象とした『６５歳以
上の方の日常生活における、移動手段と環境についての、実態調
べ』から得られたものである。
その調査結果から確認できたのは、降雪・積雪地域では、高齢者
が玄関口から目的地に至る「非連続」問題を解決することによっ
て、様々な派生的な潜在需要を発生させるのをみることができたこ
とである。その一部は、消雪設備として市場化されていることであ
るが、さらにその潜在需要として、この消雪（融雪）施設に関する
適切な供給がなされるなら、高齢者の外出や、その目的となる活動
などの社会参加の	 機会の需要を生む可能性があり、自力で外出する
ことが維持できることで、健康寿命の延伸にもなり医療費や介護費
用の軽減にもなるという外部経済効果を生む事がわかった。そし
て、その調査から見えてきた「消雪（融雪）」による効果の存在
が、私的領域と公的領域を連続させることが確認できた。
第２に、社会技術の視点から、土木工学分野の、藤井聡「総合的
交通政策としてのモビリティ・マネジメント：ソフト施策とハード
施策の融合による持続的展開」24）を参考に、2000年代に入り議論さ
れている「モビリティ・マネジメント」の概念を基にして、村上市の
交通の施策を「交通の非連続性」の問題解決の視点から考察した

い。
ここで、「モビリティ・マネジメント」とはどのような考え方だろ
うか。藤井論文では、土木学会2005年発行の「モビリティ・マネジ
メントの手引き」に提示されている定義を採用している。つまり、
「ひとり一人の移動（モビリティ）が、個人的にも社会的にも望ま
しい方向へ自発的に変化することを促すコミュニケーションを中心
とした交通政策」であると考えられている。村上市におけるモビリ
ティ・マネジメントの概念からみると、『村上市地域公共交通総合
連携計画』36）の中にも「非連続性」問題を認める事が出来る。それ
は計画の重点施策４つのうち次の３点である。「Ⅱ．地域に適した
運行方法の導入；デマンド型（予約乗合）交通の運行、Ⅲ．公共交
通のわかりやすい情報提供；公共交通ガイド等の作成、配布、Ⅳ．
地域住民による検討体制の構築；運行の見直し基準の設定、地域住
民による運行評価」である。そしてその計画に基づく実践の中にお
いて、デマンド型交通の利用が３カ月間にわずかだが増加したとい
う、一見私的な活動と見える「自発的な行動変容」と言う活動、そ
れを促進する「モビリティ・マネジメント」が、個人的には解決で
きない「交通の連続性」をめぐる公的な解決による結びつき、さら
に公的なモビリティの向上につながる可能性を見出すことができ
る。また「モビリティ・マネジメント」が、交通政策として公的な
立場で展開されつつも、私的領域と公的領域の間を、上記重点施策
ⅢおよびⅣなどの手段によって	 、相互交流しながら生じる事象を含
んでいることも指摘できる。
第３は、法学の視点からみると、「交通の連続性」の問題解決に
関する実状に関する研究が見られる。交通権を主張する交通権学会
に参加する土居靖範は「地域公共交通再生への政策課題」20	 )の中
で、	 次の様に述べている。
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「憲法上保障された基本的権利を実体的に保障するものとして
『交通権』を位置づけるべきである」、そして続いて、「交通権と
は国民の移動する権利であり、日本国憲法の第22条（居住・移転及
び職業選択の自由）、第25条（生存権）、第13条（幸福追求権）な
ど関連する人権を集合した人権である。」（交通権学会編『交通権
憲章―21世紀の豊かな交通への提言―』日本経済評論社、1999年7月
刊より）と定義される」と指摘されている。
筆者は、上記で見られる交通権について、「交通施策の公共性」
に関する新たな権利として提唱されていると解釈しており、この新
たな「交通権」が基本的権利を実体的に保障するものとして支持し
ている。その上で、いまだ明確でない交通権を実現するための「交
通の連続性」の保障には未だ明確でない交通権が含まれていること
を指摘して、住民が当然受けるべきであるとする権利の意識が、潜
在することを示唆する。それは、「移動する権利」という私的権利
を実現するには、「交通の連続性」の視野から眺めると、公的な道
路や交通機関を殆ど必ずや通過するという、公的な、公共の福祉に
関わる行為を含み得るという論拠があるからだ。そのような公的な
行為なのか、あるいは私的な行為なのかの区別のつかない問題を含
む、中間的な事象に関わる権利が存在	 すると解釈できるからであ
る。

（３）村上市の高齢者の移動手段に関する施策の問題
地域の交通において「交通の非連続性」の問題はどのように捉えら
れ、解決するための施策がどのように展開されているのだろうか。
村上市の総合計画等の諸計画における施策内容について、「高齢者
の交通」に関する文書にみられる文言を調べた。
まず重要なのは、高齢者の徒歩環境整備についてであるが、この

点では計画から抜け落ちていることを指摘できる。	 	 	 『村上市高齢
者保健福祉計画』33）によれば、高齢者の健康寿命を延伸させるとい
う保健福祉の観点から、特に高齢者には「交通環境」が重要である
との指摘が見られる。	 この結果は、資料1にまとめられている。こ
の結果から読み取れるのは、高齢者が	 徒歩で外出する場合には、公
的送迎を利用する場合にも、自家用の乗り物を利用する場合にも、
居宅の戸口から一歩踏み出した後の徒歩環境が、どのような状況な
のかを考慮した施策は具体化されていなかったという調査結果であ
る。（資料I参照）	 その調査結果に従えば、交通環境にみる「交通
の連続性」問題が解決される余地がある事が明らかにされているに
もかかわらず、徒歩環境に関する記述がまったく見られなかった。

高齢者の外出では、介護保険制度や介護保険事業などで交通対策
に一部公的送迎は有る。しかし、介護保険事業の送迎サービス利用
者以外の高齢者、自分で自動車等の乗り物を運転できない状態の高
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齢者には、外出時公共交通機関の乗降場所迄どの様にしてたどり着
けるか、居宅や目的地と公共交通機関との間の交通手段や環境がど
の様な状況であるかは、外出という行為を実行するか否かの選択の
条件にさえなる。それは、2008年7月筆者が村上市Ｋ町区にて実施し
た『６５歳以上の方の日常生活における、移動手段と環境について
の実態調べ』からも明らかだった。そこには、交通における非連続
性が問われている。
村上市では、厚生労働省の	 『基本チェックリスト』36）の結果を基
に調査抽出された高齢者（６５歳以上）は、介護保険事業の一次予
防事業対象者とされる元気だが積極的に廃用症候群予防が必要な人
は約９千人、より介護予防の必要度が高い二次予防事業対象者が約
４千人で計約１万３千人。人口約６万５千人のうち老年人口が約２
万1千人で、その約半数に及ぶ人が介護予防の視点からの事業対象者
であり、その事業参加への交通施策は、対象者規模からすると優先
度のかなり高い事柄である。
これらの事業対象者は、心身状態、生活環境も多様だ。外出にお
いては、経済的交通費の支払い能力、移動手段保有状況やその操作
能力の違いもあろうが、見逃せないのが公共交通機関の乗降場所迄
どの様にしてたどり着けるかの徒歩の環境の違いだ。その違いを如
何に「交通の連続性」の確保のために望ましい状況にしていくかが
求められる施策であると解釈できる。しかし、先述した村上市の諸
計画を詳細に見ると、補修や補強というこれまでに建設してきた公
共の構造物という物体に手を加えるという考え方や、それらを国や
近隣自治体と連携する国や県の事業として行っているハード施策
で、「交通の連続性」を実現する上での徒歩環境や高齢者の健康寿
命延伸に直接関与しそうな施策は、歩道等整備・狭あい道路舗装と
交通安全施策にみられたのみである。（資料Ⅱ参照）それらによっ

て解決してきた事とできないでいる事の間にはどの様な問題が潜む
のか。その検討が必要だがそれはなされていない。

（４）『村上市地域公共交通総合連携計画』にみる施策の変化
この節では、『村上市地域公共交通総合連携計画』にみられる、
高齢者の移動と交通の施策を調べることにする。高齢者の	 移動問題
については、高齢社会の進展に伴う公的施策の取り組みとして重視
されており、これまでも検討されてきている。
『地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律
第５９号）』が施行されて、国を挙げての、地域公共交通の新規事
業が次々と展開されている。村上市でも、この流れに乗るように法
定協議会の下で『村上市地域公共交通総合連携計画』を平成２３年
度末に策定した。高齢者の「交通の連続性」という視点でこの計画
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により進行中の取り組みをみていくことにする。
計画に基づく社会実験として、既存路線バスの空白地域への区間延
伸運行、市街地循環バスや農山村地区と中心市街地との通院限定（1
地区のみ域内買い物可）デマンド型乗合タクシー運行が平成２３年
１０月開始された。計画は平成２３～２６年度にわたる。平成２３
年度実証実験の中間評価において検討されたのは、バス利用料金の
調整とデマンド型乗合タクシー利用問題が中心であった。デマンド
型乗合タクシーでは利用者は目標よりかなり少数ながらも要望意見
がより具体的で関心が認められ、３か月間だが若干利用数増加傾向
もあった。それを受けて平成２４・２５年度において、	 デマンド型
乗合タクシーは継続と実施地区増加がなされ、利用勧奨と事業の周
知に注力している。
木谷は、『移動制約者と交通サービス』15）において、交通サービ
スを提供するためには評価（evaluation）のためのフレームワーク
が必要であるとするバニスターの公平と効率についての議論を紹介
し、自動車を自分で運転することができる人以外で、経済的な理由
以外の制約が	 ある人に対する交通サービスとして	 は、ドア・ツ
ー・ドア・サービスが適しているということを提示している。上記
によって、このようなデマンド型交通の必要性が	 確認できる。	 
さらに、木谷15）は、英国の規制緩和後の移動制約者の交通サービ
スの状況に批判を加えたバニスターの議論を引用し、	 次の様に述べ
ている。「規制緩和から１０年後の１９９５年に書かれたバニスタ
ーの論文によると、そうしたサービスは主としてボランタリー活動
に依存しているという。ボランタリー活動に依存することは好まし
くないという前提の上に自由化による民営企業の活動範囲の拡大を
期待したバニスターは、その要因を自治体による公平概念を考慮し
たＳＴＳ等の導入のための交通アセスメントが遅れたことにあると

する。このバニスターの議論は現在の日本の現状に当てはまる部分
があるように見える。」この木谷の指摘には、公共交通を担う役割
が、私的な活動か公的活動かに関する問題も含まれている。
この考え方を援用すれば、村上市における	 「交通の非連続性」問
題は、これまで述べてきた施策、特にデマンド型乗合タクシーの普
及を促進させることで、『徒歩』以外の移動手段においては、かな
り解決できる可能性が出てきたといえる。

３．公的・私的領域の中間に生じる高齢者の「交通の連続性」問
題（結論）
（１）「自宅前の消雪設備」に見られる「公私ミックス」論の展開
	 ここまでの考察を簡単にまとめると、次の様な事が明らかになっ
たといえる。
第一に、高齢者の移動と交通の施策をめぐる、政策の盲点とも言
える、「交通の連続性」を確保する要因を明らかにしてきた。それ
は、降雪・積雪期に見られた各出入り口前の消雪設備の有無に典型
的に顕われている。このことは、結果として一年の半分近い期間に
及ぶ降雪・積雪期のある地域では、高齢者の移動と交通の効用を左
右する問題となっている。
	 第二に、この交通の非連続性問題は「徒歩環境」の問題に集中的
に顕われており、戸口から戸口へという移動手段の連続性を確保す
ることが重要な意味を持つことが認識できる。高齢者が、最初の一
歩を踏み出す出入り口と道路の接する処で生じている問題が重大な
意味を持っている。さらにそれは、自動車乗降のような戸口から戸
口に接続し易い手段が、安全にかつ快適に乗降できるためにも、欠
かせないことであるが、その事象は、雪国の諦めからなのか、公的
な施策の対象として重要であるとは認知されないで見逃されている
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ことでもあった。以上のように、高齢者の「交通の連続性」を確保
することが、その要因の適切な作用を引き出し、高齢者の健康寿命
の延伸と地域の活性化のために、重要であることが明らかにされ
た。
これまで、高齢者の交通連続性作用を引き出す方法として、Ⅱで提
示したように、市場経済に委ねる方法が、考えられて来ている。つ
まり、この点については、自宅戸口から自宅前の公道の歩道部分を
消雪するための	 「自宅前の消雪設備」として実現されてはいた。け
れども、従来は私的財であると考えられて来たという経緯が存在す
る。
　 しかし、その社会的効果についての正当な評価は未だなされてお
らず、社会的余剰は依然として小さいとされたままに終わっていると
いえる状況が見られる。そこには、高齢者をめぐる格差の拡大とい
う問題も潜伏しているとも解釈できるかもしれない。それは私見に
よれば、市場経済に委ねる以外にも、解決することのできる方法が
有るという問題提起への、気づきが無かったからであると考えられ
る。そして、その要因と解決策が見過ごされて来た背景には、公的
な事象と私的な	 事象という二分法では説明のつかない、公共性の問
題への課題がある。
　 小論の前のほうにおいて、「交通の連続性」の確保に関わる議論
について、経済学・社会技術・法学の視	 点から前述したが、そこに
も、個人の問題である私的な便益（効用）がもたらす公的な便益
（効用）が有ること、個人的な問題の解決が公的な効用に、意図さ
れずとも繋がっていることを見出し、それらが、公的か私的かと明
確に区分のできない事象であることが確認された。
　ここでは、その前提として、一般には	 私的な財と認知されている
『自宅前の消雪設備』の様な、	 身近な生活の設備の役割について考

えてみたい。私的な各戸の出入り口周辺の積雪を、除雪や融雪する
事は、それを整備するかしないかは、私的な問題ではあると現在考
えられている。ここで住民が困るのは出入りの際の困難を受けるそ
の出入り口利用者である持ち主なのであるが、実際のところそれだ
けだろうか。
例えば、郵便局員が出入りする際を想定してみるとよいが、	 公共
的な迷惑が生じている場合も想定できる。郵便局員が地域の配達に
要する時間が延長され到着を待つ他の郵便受信者への迷惑が生じる
事もある。あるいは、融雪のために私的に設置した消雪設備から放
水される水が隣家との境界で凍り深い冷たい	 水溜りができて通過が
でき難い事もある。これは誰の責任になるのだろうか。自由な通行
が妨げられるのだから、訴訟でも起こそうか・・・、となるかもし
れない。その際誰を相手にするのだろうか・・・・。このような事
象は、消雪以外でも幾つか浮かぶ。例えば個人宅の生垣の枝ぶり加
減で、酷暑の下その脇の道を通行する人には、涼しくもある。これ
は私的な財が公的な貢献を果たしていることになる。屋根から延び
る軒先もそうだ。その恩恵に対して、通行人はいくらかでも支払い
をする必要は生じない。各戸の前の花壇が美しい。その観覧費用を
請求する家もあるのだろうか。その様な話は聞かない。近年の景観
法の制定にみられるように、私的であるが、公的な貢献度のある事
柄が注目されている。或いは、公的な財やサービスであるが、私的
な貢献度があることも同様にあるとも考える。公道の洗浄車による
清掃は、土埃が各戸の入口に入りこまない事に貢献する。それは税
金で負担している。というが、間口の広さはかならずしもその額に
比例しない。下水道は、公共事業である。各戸の使用した排水を流
すために本管に繋ぐのは私的な財として支払いが生じる。接続迄の
管の距離で負担額が変わる。そしてつながった後は、その汚水の度
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合いがどの様な程度でも、負担金は流した量とは無関係になる。そ
れらは公共性が高い事であるから、公的に洗浄をしているのだと言
い切れるだろうか。汚染の度合いに対する責任は、浄化施設で公的
に一律に負担している。使用量の違いは問われないで支払いが決ま
る。浄化槽の場合には、各戸がその規模や汲み取り量に応じて負担
額が決まっていたのである。
このように人々の生活における事象には、私的公的に分担しきれな
い事柄が数多く指摘できる。この現象は、市場だけ、政府だけ、個
人だけで対応しきれていない事、とも言える。

 坂井17）は、「生活政策論序論―――「公私ミックス」論あるいは
「公私分担」の基礎原理は何か？―――」において、「公私ミック
ス」論あるいは「公私分担」論の基礎論の原理的な議論の展開を試
みている。ここでは、Ⅰ、Ⅱで明らかになった上記の事柄が提示す
る公共性についての問題を、坂井の議論を基に「公私ミックス」論
の視座から再考することにしたい。
通常は、福祉について考える機軸というのはそれぞれ公か私か、営
利か非営利かという独立した尺度で論じられるような議論が多い。
けれども、この状況について公私ミックスのなかで、それぞれ三つ
の軸を混合的に重なるものとして議論できる図式を提示している。
この論文では、エヴェルスの功績が評価され、その図式を一部未完
成にしていた事も添えて、「つまり、エヴェルスは公―私軸と、公式
―非公式軸はほぼ同じものと考えている節がある。しかし、ここが
重要なところだと思われるが、実際には位相の違った三本の軸が解
析できて、いわゆる公―私問題というのは、それぞれ異なる軸ごと
に、まさに『ミックス状況』を造り出していると考えることができ
る。もちろん、この点はまだ演繹的な推論の段階にすぎないので、
これをどのように考えたらよいのかという意味の問題と、現実の比

較を図るという帰納的な問題が残る。けれどもそのときには、この
ような三本の軸に従ってさまざまな現実の働きを解析できるのでは
ないかと考えられる」と指摘されている。
この論点は、先に述べた、私的であって公的な、公的であって私

的な問題の事象に、適用できる。まさに「公私ミックス」な状況で
あり、次に述べるように、「消雪設備」の議論にも応用できる。

（２）準公共財概念としての「自宅前の消雪設備」
ここで、「自宅前の消雪設備」という財について、私的財と考え

るのか、それとも公共財と考えればよいのだろうか。経済学的アプ
ローチに従えば、公共性をもつモノやサービスのことを「公共財」
と呼び、「私的財」は「排除性」・「競合性」のどちらも満たす性
質のものであるとされる。私的財と純粋公共財の中間的な財を「準
公共財」と呼ぶ。「自宅前の消雪設備」は、どの性質を色濃くもっ
ているのだろうか。
神事８）によれば「個人が自発的に公共財を供給する要因として、
個人が利他的な動機をもつ場合や、財が公共的価値と同時に私的な
価値をもつ場合（その様な財は半公共財と呼ばれたりする）などが
考えられる。」しかし、現在「自宅前の消雪設備」は所有者により
「半公共財」という認識は無く利用されている。私物として各個人
が、冬期の設置や修理点検もしている。もちろん使用する水源は自
宅の水道の蛇口か井戸からである。効用を期待する範囲は自宅前の
通路を維持するだけである。しかし、その財を使用することは、多
くの人にその効用を分配していることになる。まさに社会的効用が
高いと解釈できる。林10）によると、「この行動のことを『フリーラ
イダー（ただ乗り）』という。そしてすべての消費者がただ乗りしよ
うとして少ない負担しか受け入れないとするならば、この公共財は
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供給されなくなってしまう。たとえその様な結果になって、最も損
をするのは当の消費者自身だとしてもである。これが公共財の供給
に市場が失敗するという意味である」とある。
つまり、上記に従えば、「自宅前の消雪設備」が本来は公共財的
な性質を持っているにもかかわらず、他者によってただ乗りされてい
るとも解釈できる。しかし他方において、これらの指摘が存在する
にもかかわらず、「自宅前の消雪設備」は、ここ１０年位を振り返
ると、減少するはずであるのだが、事例の調査地区においても他地
区においても、実際には増えている。
そこには、どのような理由が考えられるのだろうか。私的財であれ
ば、あるいは純粋公共財であれば、「ただ乗り」されれば、供給は
減少するだろう。けれども、消雪設備のように実際には増えている
ものも存在する。これらの場合には、ただ乗りによる費用負担を上
回る社会的ニーズが存在し、私的に供給されながらも、公共的意味
を持っているという結論を導くことができる。以上で見て来たよう
に、高齢者の移動手段については、私的領域から公的領域に繋がる
接点において、「交通の非連続性」問題が生じる可能性が存在す
る。これを解決するには、私的負担と公的負担を組み合わせること
によって、社会の中の準公共性問題に対処することが可能となるで
あろう。
本論文の冒頭で指摘したように、積雪問題が公私領域の間を分断
している。ここでは従来から、積雪を散水により消雪を図るよう
な、自前の消雪設備を設置している居宅や施設が多い。あるいはま
た、多くの居宅や施設は、スコップやスノーダンプで人力による除
雪を行っている。除雪の不十分な状態は公私領域を分断する可能性
があるし、そこでは住民の「交通の非連続性」問題を引き起こし、
住民間の交通・交流を阻害している。もし私的・公的消雪設備が十

分に設置され、それにより融雪が促進されるならば、自宅前からの
出入りという私的効用以外においても、一般の通行も容易にすると
いう社会的貢献があると考えることができる。このように、私的効
用以外にその前の公道の通行に利便を供与していることを正当に評
価すべきであろう。つまり、「交通の非連続性」を解消すること
で、公私領域の断絶が消えてなくなり、そのことは公共の利益を生
み出していることになるだろう。
このような状況での除雪という設備や行為は、私的効用を目的に
私的に準備されている財やサービスであるにも関わらず、その効用
から公共財や公共のサービスとなる可能性がある。道路の除雪によ
る「交通の連続性」の確保において、このような公的でもなく私的
でもない領域が存在すると考えられる。この「交通の非連続性」問
題は、従来から公共交通の政策に関わる問題であるにもかかわら
ず、いまだ明示されているとは言いがたい問題である。

（３）「自宅前の消雪設備」の供給に関する提言
最後に、村上市の高齢者が自由な移動と交通を展開するために、1

年の半分近い積雪や降雪のある時期について、現状を改善する方策
が不十分であり、さらなる公的な対策が	 必要であるという提案を示
したい。居宅や施設の出入り口と道路の接する路面の積雪解消を実
現できる方法として、既に利用されている「自宅前の消雪設備」の
利用をより大きくすることで、さらに公共財的に活用できる財のひ
とつとならないかについて、もう一度検討し、二つの点についての
提案を以下に提示する。
第一に、私的な使用が最大の利用目的となっているので、購入に

関しては、私的な負担とする。けれども、第二に、公的な施策への
提言として、「自宅前の消雪設備」の公共性を認め、費用の負担能
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力に応じて一部を公的財源で補助することが必要である。助成額の
上限は、間口の広さと積雪の高さの平年の平均値を基にして決める
こともあり得るかもしれない。実際の支払い額に応じて助成額を決
める。全戸を対象に助成することができるであろう。
実際のところ、	 設備の実現がなければ、もちろん支払いは発生し

ない。従って、実態に応じた支払いになる。このようにすれば、設
備の消雪能力が高い事が求められるので、社会における技術革新へ
の動機付けも期待できる。一自治体で対応するのではなく、国がそ
の財源確保をするのが公平性の観点からも望ましいと考える。全国
的な市場での設備供給にする事で、規模の経済が作用すると、積雪
が半年近くある地域は全国では大きい需要になるので、普及当初は
価格が上昇する可能性もある。しかし、費用の助成があることで、
需要が増加されるのならば、供給量も増えて価格は下がる。耐用性
の財で、冬期限定であるので、可能ならば季節限定の借用（リース
タイプ）による供給も検討できる。これにより価格が下がる誘因に
なれば、さらに望ましい。人口減少社会とはいえ、高齢者は確実に
増加し、その自立性が求められている。健康維持に歩くことを日常
的に増加させようという志向性は見られる。そのため消雪により徒
歩環境が1年の半分以上で改善されるなら、その効用を求める需要は
増大し、その規模の拡大は期待できると考える。
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社会経営ジャーナル

一般信頼と特殊信頼
―貨幣的信頼はいかにして可能か―

坂井素思

１．はじめに
　 この小論の目的は、貨幣における「信頼性（trust）」の顕われ方
の特徴を論理的に明らかにすることにある。経済取引に使われる、
お金それ自体が個別に信用されなければ、取引は存在しないだろう
し、また金融危機などによって貨幣システムの全体が崩れれば、貨
幣の一般的な信頼性は失われることになってしまうだろう。貨幣の
信頼性に関する主要論点を比較し、エッセイ的手法によって問題を
提示してまとめたい。
  貨幣が使用される理由には、最も一般的な考え方では、交換手段と
しての使用と、蓄積手段としての使用が存在する。問題となるの
は、これらを単機能として働かせようと考えるのか、あるいは複合
機能として貨幣を考えるのか、という点である。ここで最も重要な
点となるのが、貨幣の信頼性問題である。単機能の方が信頼できる
のか、それとも、多機能の方が信頼できるのかという点である。こ
こでは、前者については経済学者ゲゼルについて、後者については
経済学者ケインズと社会学者ジンメルを取り上げて、考察してみた
い。

 ２．貨幣自体の信頼と、経済圏の信頼
「銅ではなく信頼（non aes sed fides）」という刻印が、マルタ鋳貨
には施されていた時代があり、ここには二つの信頼の意味が付着し
ていることを、『貨幣の哲学』でジンメルは指摘している。金属と

いうものでできている「鋳貨それ自体」への個別的信頼と、貨幣が
すべての人びとに使われるため必要とされる「鋳貨が使われている
経済圏」に対する全体的信頼である。貨幣には、信頼や信用が大切
であることは、わたしたちの日常生活でつねに言われていることで
あるが、どのような信頼なのか、ということについて、突き詰めた
このような議論はたいへん珍しい。ジンメルはこの言葉で、金属に
記された印であることと、この信頼性がほんとうに確かなことであ
ることとを同時に表現していて、本質的なところが解って興味深
い。つまり、この鋳貨が「鋳貨の名目価値に対して、その実質的な
価値を確定できる人びとへの彼らの信頼なければ」、そしてまた、
「貨幣を発行する政府への公衆の信頼がなければ」という二つの信
頼というものが確かめられなければ、この鋳貨への信頼は成り立た
ないし、貨幣による経済取引が成り立たなくなることを示した。
  　経済史家のＫ・ポラニーが指摘しているように、貨幣には四つの
機能があるといわれている。支払・交換・貯蔵・価値尺度の各機能
である。おそらく、この点の内容に関しては異論がないと思われる
が、注目したい点は、貨幣の機能ということを重視している点であ
る。貨幣の機能という点に貨幣の意味が認められ、それぞれの機能
ごとに貨幣の存在理由が存在する。この中で、価値尺度としての貨
幣に関しては、貨幣量にかかわらず、どのような機能とも両立する機
能であるために、最初から複合しており、むしろこの尺度が代わっ
てしまうことが貨幣の隘路となっている面もある。

３．販売可能性と貨幣
　 Ｃ・メンガーは、貨幣現象というものが、彼が発展させた「交換
理論」からは解けない、ということに気づいていた。つまり、貨幣
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は人々の欲望を満足させるという効用を持っているから交換される
という、交換理論が考えるような、使用上の価値は持っていないの
である。そして、ただ交換のためだけに貨幣の機能は存在すること
に注目していた。この考え方は、上述した中で、単機能によって貨
幣の信頼性が確保できると考える、最右翼の考え方である。
　 発展した経済的文化のもとでは、当初は目方を量られた地のまま
の金や銀がそうした交換媒体になり、次に鋳造された金や銀が、ま
た最後には銀行券や国庫証券までもが、それに加わる。これは昔か
ら社会哲学者や国民経済の領域での実務家の関心をとくにひきつけ
てきた現象であった。
　 それでは、このような貨幣現象のどこに注目すべき点、あるいは
不思議であると考える点があるとメンガーは考えていたのだろう
か。次の通りの答えを行っている。

　 ある資産財がその持ち主によって、彼にとってより有用な他の財
と交換されるというのであれば、それはどんな平凡な人間の悟性に
も納得のいく合目的な事象である。ところが、あらゆる文明諸国民
のもとで、つねに経済活動を行う何千もの主体が、最も有用な商品
すらも、それ自体としては無用の小さな金属片や、また鋳貨と同様
に通用する紙片（銀行券や国庫証券）に交換したいと思っているだ
けでなく、そのために熱心に努力しているのが見られるのである。
（メンガー:1871）

　 メンガーにとっては、このように貨幣が貨幣それ自体の動きをす
る現象は説明の困難なことと考えられた。なぜならば、彼は交換が
生じるのは、つまり経済的犠牲を払ってまでその財を獲得したいと
思うのは、「自分たちの欲望に照らしあわせて判断している」と最

初は考えたはずだからである。食欲と同じように、貨幣を持つ効用
があるから獲得したいと考えるはずであった。けれども、実際に
は、貨幣現象のもとでは、人々は「ある種の財を、たとえそれを必
要としていなくとも、あるいは、その財にたいする彼らの欲望がす
でに充足済みであるとしても、自分たちが市場に出す財と交換によ
ろこんで受け取ろう」とするのである。なぜ貨幣ならば人々は一般
に受け入れるのだろうか、メンガーはこの点を説明する必要に迫ら
れた。
　 ところが、この説明を物々交換から始めて貨幣的交換に至る、と
考えようとすると、次のような有名な困難に出会うことになる。メ
ンガーは、次のように明解に説明している。

　 物々交換の支配のもとでは、一商品を売りに出す者が自分の必要
とする商品の持主に出会い、また逆に、彼の商品を欲しがっている
人々によって探し出される見込みは少ない。（中略）また、分割す
ることのできない財が多数存在するという事情のために、実物的な
交換取引の市場において、個々の取引当事者間のそれぞれの供給と
需要を数量的に適合させる際に生じる困難がある。（メンガー:
1871）

　 物々交換に伴う、取引の複雑性の存在が知られている。これらの
複雑性などの困難は、生産される財の種類が多くなればなるほど増
大していく性質を持っている。これらの困難は言うならば、市場が
拡大すればするほど増進される交換上の不確実性であるといえる。
この不確実性が存在するならば、生産者の販売は制限され不確定に
なるから、見込み生産を進展させることができないことになる。市
場は限定されたものになる。しかし、ここでメンガーは次のような
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解決を見いだしている。

　 このような事情のもとでは、自分がとくに必要とする財と交換す
る目的で、財を市場にもち出すすべての個人にとって、もし自分の財
の市場性が貧弱なため本来の目的を直接に達成できない場合、彼の
念頭にうかぶ考えは、自分の財を彼自身直接には必要としていない
にせよ、さしあたり彼の売りに出す商品を求めている人々から入手
できるような財と交換すること、さらにいえば、ともかく自商品よ
りも市場性のかなり高い商品と交換することである。もちろん彼は
これによって、彼の意図していた交換取引の最終目的、つまり彼に
特別に必要な財の獲得を今すぐ直接に達成するのではない。それで
も彼は、この目的に近づくのである。（メンガー:1871）

　 ここでメンガーが主張しているのは、迂回して交換を成立させよ
うということである。このような市場性に富む商品の発見、このこ
とが貨幣現象を説明する、とメンガーは考えたのである。ここで、
市場性に富むということは、他の商品に比較して販売可能性が高い
(salable)ということである。つまり、取引上の販売相手に最も受け
入れられやすい、という性質をあらわしている。貨幣はまさにこの
ような必要条件を満たしている販売可能性の高い「商品」であると
いえる。最も売り込みやすい商品であって、この貨幣という商品を
市場に持って行きさえすれば、自らの欲する財と直ちに交換を成立
させることができることになる。
　 このようにして、販売可能性の最も高い商品を貨幣に定着するこ
とができさえすれば、そのときには交換に伴う不確実を大幅に減少
することができることになる。おそらく、このような貨幣が定着す
るには、相当な人間の試行錯誤と時間がかかっただろうと思われ

る。そして、その末に、慣習として認められるに至ったと考えられ
る。それと同時に、「市場性に富む」という単機能性が満たされれ
ば、それは貨幣であると認定されることになり、貨幣の信頼性も確
保されるのだと考えられている、と解釈できる。けれども、この解
釈に欠陥がないわけではない。市場性という基準だけでは、単に交
換機能だけが満たされるだけであり、次に述べるような蓄積にかか
わる信頼性については、保証のかぎりではないといえる。けれど
も、蓄積の機能も、貨幣の重要な役割なのである。

４．流動性と貨幣
　 以上の点を確かめるうえで参考になるのは、経済学者Ｊ・Ｍ・ケ
インズが彼の著書『一般理論』のなかで説明した「流動性
（liquidity）」という考え方である。流動性とは、貨幣・債券・土地
などの資産の性質をあらわすもののひとつであって、この資産を処
分したときに、なるべく費用と時間がかからずに価値を最大限実現
できる性質をいう。現金は流動性が高く、実物資産は流動性が低
い、といえる。Ｊ・Ｍ・ケインズは、なぜ資産を貨幣という形態で
保有するのかを「流動性」という特性によって説明を行った。つま
り、貨幣がなぜ信頼されるのか、といえば、流動性が確保できるか
らである、という次の問を重視したのである。

　 なぜ流動性選好というようなものが存在するかを考察しよう。
（中略）だれもが富が利子を生む形態で保有することを選ばない
で、利子をほとんどあるいはまったく生まない形態で保有すること
を選ぶのはなぜだろうか。(ケインズ：1936)

という疑問を発したのち、ケインズは次のように続けている。
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　 （富を保有する手段としての貨幣に対して、流動性選好が存在す
るためには欠くことのできない）必要条件は、利子率の将来に関す
る不確実性、すなわち将来の各時点に成立するさまざまな満期につ
いての利子率の複合体に関する不確実性の存在である。（ケインズ:
1936）

　 言葉をかえるならば、流動性とは、資産のなかで、時間の変化に
対して、最も安定して確実性のある性質である。トランプ・カード
遊びでは、「オール・マイティ」という、あらゆるカードの代わり
に使うことのできるカードがあるが、このようなものに似ているの
が流動性の高い資産としての貨幣特性である。たとえば、将来、債
券や土地などの資産保有が価格低下などによって不確実になる場合
には、資産家は流動性の高い、確実な資産である貨幣を選好する場
合があるといえる。
　 金本位制や銀本位制という貨幣制度のもとでは、金銀はもっとも
流動性の高いものであった。このため、過去と現在、あるいは現在
と将来を通じて、もっとも価値が安定して確実なものとして金銀は
「オール・マイティ」の役割を果してきたといえる。金銀によって、
時間の隔てられた取引が可能となったのである。ところが、もし現
実世界に不確実な資産しか存在しなかったならば、時間を通じての
取引、すなわち資本取引のような取引は成立しない可能性が高いと
いえる。つまり、時間を通じて信頼性をもたらすことが出来ないか
らである。そして、この場合もし成立したとしても取引を維持する
費用が相当高くつくことになる。この点について、貨幣は不確実性
を減らす機能が働くと考えられた。
　 けれども、ここに問題がないわけではない。このように、流動性

という性質によって、貨幣の信用が保証されると考えることにおい
て、最も問題となるのは、この流動性という性質が最終的に何によ
ってもたらされるのかという点である。前述のように、金本位制の
もとであれば金という貴金属そのものの価値が、この流動性という
性質を支えることになる。しかしながら、今日の貨幣は、いわゆる
管理通貨制のもとに置かれているために、金属の価値によって支え
られているわけではない。そのかわりに、国家の信用、政府の信用
のもとに、貨幣が管理されている。この結果、流動性という貨幣特
有の性質を最終的に保証するのは、この国家の力であるということ
になる。ケインズの考え方は、この段階で「貨幣は国家の創造物で
ある」とする経済学者クナップのいわゆる表券主義（chartalism）に
限りなく近づくことになる。つまり、貨幣は国家・権力という貨幣
の外部の力によって形成されると考える、貨幣の外生的秩序説に傾
いている。
　 もしこのような時間が経つことによって生じる不確実性が存在し
ないならば、将来の利子率が確実に予測できることになるから、利
子のつかない貨幣を、資産として保有する理由はなくなる。他方、
このような不確実性の存在する状況のもとでは、現金を利子のつく
債券に換え、必要なときに、また再び現金に換えるときに、万一の
場合には損失を被るかもしれないという危険を覚悟しなければなら
ない。しかし、不確実性が存在する状況のもとでも、現金のように
流動性の高い資産で保有することによって、不測の事態に陥ること
のない保証を受けることが、この貨幣の流動性という特性によって
可能になるのである。
　 社会学者のＮ・ルーマンによれば、以上でみてきたように、貨幣
が高市場性と高流動性を持つ状況は次のように考えられることにな
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る。

　 貨幣は、制限された財の選択への伝達可能な自由である。貨幣
は、次のような交換の機会の抽象化によってこの自由を認める。す
なわち、貨幣所持者が、いつ、誰と、どのような対象に関して、ま
たどのような条件の下で交換を実現するのかということを、未決定
のままでおくという抽象化がこれである。（ルーマン：1968）

　 貨幣所持者はその所持額の範囲内であれば、購入の意思決定を自
由に行うことが、貨幣システムによって、無意識のうちに保証されて
いるのである。だから、彼は、貨幣の最終的な使用を安心していわ
ば「持ち越す」ことができるのである。というのも、将来に持ち越
したときでも、他の財とは違って貨幣の場合には、取引で受け取り
を拒否されたり、交換する場合に他の財を迂回させたり、商品の受
け取りを延期されたりしないという信頼が確実に得られるからであ
る。取引上の不確実性は、貨幣への信頼によって排除することが可
能であるといえる。さらに言えば、このような信頼が人々の間で確
実なものになるためには、実際には貨幣制度それ自体が信頼される
ものにならなければならない、といえるかもしれない。

５．信頼と貨幣
　 貨幣について考えることのできる「信頼」あるいは「信用」に
は、二つの考え方があることを指摘したのは、Ｇ・ジンメルであ
る。わたしたちが、貨幣に信頼をよせるときを考えてみる。そのと
き、ひとつには、貨幣自身に付与されている信用をあげることがで
きるが、もうひとつには、その貨幣の背景に存在するであろう、貨
幣経済そのものが正常に機能することについての信頼を考えること

ができる。

　 （前略）二つの信用前提が事実上隠されている。まず第一に、
（中略）貨幣を発行する政府に対する公衆の信頼がなければ、もし
くはときによっては、鋳貨の名目価値に対してその実質価値を確定
する権限をもつ人々に対する彼らの信頼がなければ、現金取引とい
えども行われえないであろう。マルタ島の鋳貨には「銅ではなく信
頼」と刻印されているが、このことはきわめて適切に、信頼という
要素が鋳貨に付加されていることがいかに不可欠であるかを示して
いる。（中略）しかしながら、第二に、いま受け取られた貨幣は同
一価値とひきかえにふたたび支出されうるという信頼が存在しなけ
ればならない。（中略）つまり経済圏に対する信頼である。すなわ
ち、われわれはある価値量を手放し、これとひきかえに中間価値で
ある鋳貨を受け取るのであるが、経済圏はこの鋳貨とひきかえに、
なんら損失を与えることなくふたたび同じ価値量を補償するであろ
うという信頼である。（ジンメル：1900）

　 わたしたちは、貨幣のない世界に生きることができるだろうか。
もし貨幣が存在しなかったならば、取引のたびごとに疑心暗鬼にか
られ、新しい相手に対してあるいは時間をおいて、取引を成立させ
ることが困難になることはおおよそ予想できることである。
　 今日、わたしたちは巨大になりすぎた貨幣制度を不安定に追い込
むような、さまざまな病理を抱えていることは確かであるが、それ
でも貨幣制度そのものを放棄してしまうことがない。それは、貨幣
というものが、経済社会に必須なものであり、いわば人間社会の言
語に比すべきものと考えられているからであると言うことができ
る。
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　 現代の経済社会では、これまで述べて来たような交換を媒介し、
それを実際に実行しているのは貨幣である。したがって、貨幣に
は、このような交換取引を支えるに充分な信頼性をもっていること
が求められることになる。けれども、貨幣というものに、このよう
な信頼に足る価値があるかどうかは、かならずしも自明のことでは
ない。
　 基本的な点に視点を合わせるならば、貨幣というものが消費社会
のなかで必要とされる根本の理由は、取引という生産者と消費者の
間の、貨幣的なコミュニケーションを促進するため、ということに
ある。取引を円滑に行うために、貨幣は導入された。ここでは、貨
幣が存在しないときよりも、あきらかに取引上の費用が節減される
効果が見られた。産業社会の発達は、生産のより専門化したシステ
ムを生み出した。このため、この専門分化した商品・サービスの買
い手を見つけるための、すべての人びとに通用する取引の手段を発
達させなければならなかったといえる。
　この点は、オーストリア学派のメンガーや経済学者のケインズによ
って、貨幣の本質として確かめられてきている。貨幣は、時間的に
見ても空間的に見ても、常に他のあらゆる商品よりも受容可能で、
販売可能（salable）であり、かつ流動的（liquid）な性質をもってい
る。したがって、貨幣は常にどのような商品とも、交換可能な性質
を保持している。このような貨幣の特性を発揮することで、貨幣の
基本的なシステムが、人びとの信頼性を獲得してきた。社会学者
Ｎ・ルーマンが指摘するように、貨幣はこのように信頼（trust）に
よって支えられている経済圏を拡大してきた。そして、このことが成
立するためには、ジンメルに従えば、貨幣の流通すべき範囲が広け
れば広いほど、通貨となる貨幣はますます高い価値をもっていなけ

ればならないことになる。たとえば、ゲームセンターのなかや、地
下鉄の利用には、トークンとよばれる疑似貨幣が使用されるが、こ
れらの流通範囲はきわめて限られている。他の商品を購入したり、
他の地域の商品を購入したりするためには、商業関係の拡大が必要
だが、ここには相手が信頼するに足る、高い価値をもった貨幣が必
要となる。同様にして、今日の世界貿易では、ドルが基軸通貨とし
て使われている。この背景には他の国の通貨と比べて、最も信頼性
の高い通貨、価値ある通貨である、という裏付けが必要であること
を教えている。

６． ゲゼルの自由貨幣
　 単機能型の貨幣と、複合機能型の貨幣を比較する上で、きわめて
典型的な議論として、ゲゼルの「自由貨幣」論を取り上げたい。彼
は、「自由貨幣論」第１章の冒頭で、交換機能という単機能の貨幣
こそ、貨幣の本質であると定義づけている。

　 貨幣は、交換手段以外の何ものでもない。つまり、商品交換を容
易にし、物々交換の孕む困難性を克服することが、貨幣の役割であ
る。それに対し、物々交換は不確実かつ手間暇がかかるばかりでな
しに、経費もかさみ、しかもしばしば機能不全に陥るものだった。
したがって、物々交換にとって代わろうとする貨幣は、商品交換を
確実かつ迅速に、しかも低廉に遂行するものとならなければならな
い。かくて、商品交換の確実性、迅速性、低廉性こそが、われわれ
が貨幣に求めるものである。したがって、それらをどの程度実現で
きるかが、貨幣の品質の良し悪しを決める試金石となる。（ゲゼ
ル：1916）
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と規定して、貨幣ストックの機能を排除し、交換機能に特化した
「自由貨幣」を提案した。この貨幣の特徴は、次の点にあるとす
る。（１）商品が劣化するように、この貨幣も年率５％で減価す
る。（２）減価分を補うために、週ごとに発行紙幣へ小額紙幣をス
タンプ（貼付け）する。（３）自由貨幣以外の貨幣には、商品に対
して「優位性」を持っていた。なぜなら、貨幣は減価しないので貨
幣所有者は、朽ちていく商品所有者に対して、取引上優位な立場に
たつことができたが、自由貨幣では優位性を持たない。（４）自由
貨幣は常に使用される可能性が高いため、通貨当局は兌換を行わな
い。これらの結果、明らかに従来の貨幣との違いは、（５）資産機
能を持たない、つまりは利子を生じるという特徴を喪失しているの
が、自由貨幣の特徴である。交換手段として専門化した貨幣である
といえる。もし自由貨幣が導入されるならば、商品流通量に応じた
貨幣量しか、貨幣は必要とされず、蓄積機能としての貨幣は、駆逐さ
れてしまうことになるのである。
　 ここで重要な点は、貨幣の信用が、貨幣を使用する過程で絶えず
確証される経験を通じて築き上げられる面があるということであ
る。ゲゼルは、この主旨に沿って、自由貨幣が交換という行為が繰
り返される結果、自由貨幣が信頼を得ていくとする。たとえ減価す
る貨幣であっても、交換される経験を積み重ねて、交換機能につい
ての単機能的な貨幣なりの信頼を得ていくことになる。
　 ここで、ゲゼルが減価させた部分には、どのような意味があった
のであろうか、ということが問題になる。彼にとっては、貨幣の本
質は交換部分であって、交換だけを生じさせるためには、この減価
部分は不必要な部分である、ということになる。むしろ、減価させ
た方が、機能がはっきりし、貨幣の交換機能がより効果的に働くで

あろうと考えた。
　 このようなゲゼルの考え方に対して、この減価部分に重要な貨幣
の本質が顕われていると考えているのが、経済学者のケインズであ
る。彼の著書『一般理論』の中で、ゲゼルの考え方の交換部分につ
いては肯定的な受け止めを行っているが、この減価部分について
は、いわゆる「流動性プレミアム」が含まれている部分であると考
えて、貨幣の「劣化」ということには、反対を表明している。つま
り、貨幣の本質は、単に交換機能だけでなく、流動性などの複数の
機能が同時に含まれていることが、信頼にとって必要である。
　 この点で参考になるのは、貨幣の基本理論が、交換の媒介という
考え方から、債務の表現という考え方への転換があったというの
が、19世紀に起こった転換である。人びとは交換手段として貨幣を
使用するばかりでなく、債務の蓄積が行われることが、人びとの貨
幣を受容する理由である、とする考え方が発達してきたといえる。
ゲゼルはこのような貯蔵手段としての貨幣が貨幣システムを不安定に
する原因であるとして、貨幣から債務関係を排除して、交換関係の
みの貨幣システムの安定化を図ったといえる。しかし、果たして、
このような古典的な貨幣への復帰は、本当に貨幣システムを安定化
へ導くことになったのであろうか。ここに信頼ということの意味が
問われる理由が存在する。
　 ここで改めて、貨幣の信頼ということの意味が問われることにな
る。わたしたちが信頼という言葉を使う場合には、ふつう具体的な
人物あるいは物に対する信任のことだと考えられてきている。個人
間では、人物の誠実さ、几帳面さ、思慮深さなどの個性や能力に対
して、確信が存在する場合に、個人に対する信頼が生ずることにな
る。個人信頼と呼ばれる現象である。
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　 これに対して、貨幣システムなどが働くような大きな社会では、
このような個人的な性質に依存するには、情報の量が多すぎる。社
会全体の動きは、人びとの間の無数の媒介物、シンボル、考え方、
制度などに依存しており、これらのコミュニケーション構造は、不
確実であり、複雑である。すべてを前以て計算し尽くし、計画して
デザインしてしまうような完全な管理を行うには、手段が限られす
ぎている。なにが結果として正しかったのかは、前以て知ることは
できないのである。

７．一般信頼と特殊信頼
　 貨幣には、交換を超えたプレミアムが存在する、という認識がま
ずは貨幣信頼では重要であり、これが「信頼性」というものを二重
化させている。ここでは、交換機能を超えたプレミアムの可能性が
存在し、ここまで来ると、いわば「信頼の信頼」という全体的機能
が問題になるという、一般信頼性の問題になると考えられる。個別
の信頼が直ちに信頼として認識されるのではなくて、「将来の信
頼」や「可能性としての信頼」を含むものとして貨幣信頼は考えら
れる必要があり、貨幣のレベルではこれらのような将来の安定を維
持するような信頼性というものの仕組みを必要としていることが理
解できる。
　 貨幣には、まず交換機能を保証する単機能的な信頼が必要であ
る。このレベルであれば、物々交換の不便さを補うような一般的な
交換手段としてのみの役割を提供すれば良いから、貨幣の機能も一
つのだけの機能がうまく働いていれば、それで足りるといえるかも
しれない。このレベルの信頼性は、単機能にのみの信頼性だから、
特殊信頼性と呼んでよいだろう。これまで見てきたゲゼルが主張す

るように、減価する部分を差し引いても、むしろ差し引いて一般商
品と同様の流通を促進するような交換貨幣の場合には、この特殊信
頼性が確保されていると考えられている。流通がスムーズであること
が保証されていることが、信頼性の原因となっていることがわか
る。交換という特殊な機能に関しての信頼性がここで問題になって
いるので、特殊信頼性と呼ばれるのである。けれども、交換機能だ
けが貨幣に求められているわけではない。
　 これに対して、貨幣には複合的な機能が存在し、これらが同時に
しかも並行的に作用を及ぼしていることを認識すべきであろう。貨
幣には、交換機能だけではなく、時間を隔てても支払いを遂行でき
る機能、つまりは支払機能が付着していると、ケインズは考えた。
この支払機能分を保証しているのが、流動性プレミアムであると主
張する。プレミアム分だけ、貨幣には価値が追加されていると考え
ている。このプレミアム分だけ商品よりも価値が高いので、取引者
はつねに商品を貨幣に変えたいと考える原因を作り出していると考
える。もしこのプレミアム分が貨幣に存在しなければ、取引者すべ
てが貨幣を保有する動因を持たないだろう。したがって、一般的に
貨幣が保有するレベルでは、流動性プレミアムが存在するのだ、と
いう主張になり、つねに貨幣保有動機がここに存在することにな
る。この貨幣に対するプレミアム部分に関する信頼性が確保される
ことを、ここで一般信頼性と呼んでおきたい。
　 信用膨張をくり返した歴史のなかで、とくに注目しておきたいの
は、十九世紀前半英国で戦わされた、リカードの参加した地金論争
と、通貨主義と銀行主義との間で生じた通貨論争である。これらの
論争は今日でもまだ決着をみないものである。一方の考え方にした
がえば、信用膨張とその後の恐慌の原因は、貨幣量の大量増発によ
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るものであるから、貨幣量さえ管理すれば、それ以外の信用も統制
できることになるとする。比較すれば、この考え方は上記の「特殊
信頼」を重視する考え方であるといえる。他方の考え方にしたがえ
ば、信用膨張は経済全体を反映するものであるから、銀行当局がそ
の信用の一部である貨幣量だけ操作したとしても、信用全体を規制
できるわけではないとする。どちらかといえば、この考え方は「一
般信頼」を重視する考え方であるといえる。いずれの考え方も決定
的に棄却されない状態が、すでに二百年近く続いていることを考え
れば、おそらく双方の要因がほぼ同程度影響を及ぼしているといえ
るかもしれない。けれども、前者の「特殊信頼」をもし制御できた
としても、交換機能以外の貨幣機能については、その後考慮しなけ
ればならないだろう。とすれば、部分的に「特殊信頼」だけが制御
されたとしても、全体の問題解決には結びつかないことになる。信
用膨張の時代に共通して言えるのは、幅広い層から供給される過度
に流動的な資金の存在と、政府負債や産業投資などを背景とした信
用増大の必要性とがみられてきた、ということである。この結果、
過剰な信用が生み出され、そして最終的な支払約束が大量に反故に
される事態に至る、つまりは信用の崩壊が生ずることになるのであ
る。結局のところ、たとえ特殊信頼のみが達成されたとしても、一
般信頼という全体の問題が最終的には重要になるということを考慮
せざるをえないだろう。
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